
地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の38第６項の規定により、静岡県知事から包括外部監査結果に

基づく措置について通知があったので、次のとおり公表する。

令和７年10月７日

静岡県監査委員 山 下 和 俊

静岡県監査委員 松 本 早 巳

静岡県監査委員 土 屋 源 由

静岡県監査委員 木 内 満

１ 包括外部監査の特定事件

令和６年度

「試験研究機関の財務事務等について」

２ 措置の内容

別冊のとおり



令和６年度包括外部監査結果に基づく措置

注）表中「監査結果」欄の見出し記号は、令和６年度包括外部監査結果報告書の記号を表記措置

監査結果 措置の

実施状況

（区分）

措 置 の 内 容
方針決定予定時期

・完了予定時期
担当課

区分 内容
報告書の
該当ページ

Ｇ 全体共通事項

意見

＜意見 123＞ 電子県庁課／貸出簿

の様式の見直し

公用ＵＳＢメモリに限らず、紛

失リスクが高いようなものを持ち

出すような場合は、使用者以外の

者によって返却されたことが確認

され、そのことが記録に残るのが

望ましい。

ＰＣのモバイル化が進み、公用

ＵＳＢメモリの使用頻度や外部へ

の持ち出しが減少しているため、

運用手続を一律に重くすることは

避けたいと思うが、各所管部署に

おいて、管理者等が返却の都度、

あるいは、定期的に返却されてい

ることを確認し、そのことを記録

に残しやすいように、電子県庁課

は、公用ＵＳＢメモリの貸出簿の

様式に返却確認欄を設けることな

どの見直しを検討すべきである。

P160
措置

完了

使用者以外の者による

返却の確認を求めるよ

う、公用ＵＳＢメモリの

貸出簿の様式に「返却確

認者」欄を追加した。

「情報機器の適正な管

理及び新年度への引継ぎ

について」(令和７年３月

21日付けデ電第196号、管

法第162号)により、この

改正を周知するととも

に、年度移行におけるＵ

ＳＢメモリの適正な管理

を求めた。

さらに、「ＳＤＯ端末

におけるＵＳＢデバイス

取扱要領」を、上位の

「「しずおかデジタル・

オフィス」ネットワーク

運用管理要領」に含める

よう改正した（令和７年

４月１日付け）。

令和７年

３月

電 子

県庁課

Ｇ 全体共通事項

意見

＜意見 127＞ 管理方法の見直し

静岡県は、「情報提供の推進に

関する要綱」（以下「要綱」）に

基づき、「事務事業及び予算の執

行実績」という資料（定期監査調

書に準じて作成する資料）を県ホ

ームページで公開している。当該

資料を掲載するページは法務課が

所管しているが、そのページに資

料のファイルデータを掲載する作

業は各所属が行うことになってお

り、要綱上、資料の公開時期は、

「定期監査の実施日の属する月の

翌月の初日」とされている。

しかし、今回の監査対象である

農林技術研究所本所では、令和３

年度から資料を掲載していなかっ

た。また、同果樹研究センターに

P175
措 置

対応中

要綱で定める時期まで

にホームページに資料を

掲載するよう、各部局総

務課を通じて改めて周知

した。

今後、監査受検所属リ

ストを基に、定期的にデ

ータ公開の管理を行う。

令和７年

９月

法 務

文書課



監査結果 措置の

実施状況

（区分）

措 置 の 内 容
方針決定予定時期

・完了予定時期
担当課

区分 内容
報告書の
該当ページ

ついては、ファイルは掲載してい

るものの、ファイルを開こうとす

るとエラーになり開けないという

状況であった。

法務課は、情報公開のページで

確実に公開がなされるように、公

開される情報の管理方法につい

て、見直す必要がある。

Ｇ 全体共通事項

意見

＜意見 118＞ 周知と確認

○ア 「県有財産事務の手引」に、
知的財産権の計上区分について明

記する。

○イ 知的財産権について、公有財
産調査等において適切な区分で計

上されているか確認し、必要があ

れば是正を指導する。

P155
措置

完了

○ア「県有財産事務の手引
き」の改定を行い、知的

財産権の計上区分につい

て明記した。

○イ公有財産調査で知的財
産権の区分について確認

し、必要があれば是正指

導する。

令和７年

６月

行 政

経営課

（旧資産

経営課）

意見

＜意見 119＞ 周知と確認

○ア 電話加入権の全庁的な電子デ
ータを作成し、更新期限の確認を

行う。

○イ 定期的に電話加入権の更新に

ついて周知・注意喚起を行う。

P155
措 置

対応中

○ア令和６年度末公有財産
現在額報告時の回答結果

を集約後、集約した電子

データを全庁で共有し、

定期的に更新手続きの実

施状況等の照会を行うこ

とで、更新漏れの発生を

防止する。

○イ○ア の措置内容に示す
照会時のほか、公有財産

現在額報告照会時（毎年

９月頃）にも更新に係る

周知・注意喚起を行う。

令和８年

３月

行 政

経営課

（旧資産

経営課）

Ｆ 環境衛生科学研究所

意見

＜意見 110＞ 休止している電話加

入権の報告

資産経営課に提出する「報告内

訳書」と「電話加入権現在高報告

書」の記載内容の確認を徹底する

必要がある。

P145
措置

完了

令和７年３月の「令和

６年度公有財産現在額報

告」において 11 件の電話

加入権すべてが休止して

いることを報告した。

令和７年

３月
総 務

企画課



監査結果 措置の

実施状況

（区分）

措 置 の 内 容
方針決定予定時期

・完了予定時期
担当課

区分 内容
報告書の
該当ページ

意見

＜意見 111＞ 遊休物品の整理と顕

在化

遊休物品は、他の研究機関等へ

の転用希望を確認する手続を行っ

た上で、できるだけ専用の保管場

所にまとめて保管し、難しい場合

は、研究室内のデッドスペースに

移動させ、研究室内の動線や作業

効率を高めるような保管をすべき

である。

また、遊休物品であることを現

物でも物品台帳でも分かるように

して、物品台帳から廃棄予定リス

トを作成し、計画的に廃棄処理を

進められるようにすべきである。

なお、遊休物品については、用

度課に対して具体的な管理方法の

検討と全庁への周知を提案する。

P146
措 置

対応中

夏期に年１回行う備品

の現物確認において、遊

休物品は備品リストにそ

の旨記載するとともに各

部で業務に支障のない場

所に保管することとし、

転用、廃棄等の処理を進

める。

なお、全庁的な管理方

法の指示があればそれに

従う。

令和７年

８月

総 務

企画課

意見

＜意見 112＞ 電子顕微鏡の処分の

検討

庁舎移転の際に、電子顕微鏡の

更新の見込がどの程度あったのか

は分からないが、結果的には、旧

庁舎と一緒に処分し、無駄な移設

費用は支出するべきではなかった

ように思われる。

また、有事に備えるという点で

は、電子顕微鏡を保有している他

の試験研究機関との連携方法を具

体的に検討する方が現実的であ

る。

電子顕微鏡については、少なく

とも５年以上使用実績が無く、コ

ロナ禍という有事の際にも更新さ

れなかった状況を考えると、具体

的な更新計画がない限り、速やか

に廃棄予算を確保し、処分すべき

である。

P146 検討中

予算措置基の健康福祉

部生活衛生局衛生課とも

相談の上、Ｒ８年度当初

予算化、Ｒ８年度廃棄に

向け対応予定である。

令和８年

３月

微生物

部

意見

＜意見 113＞ 受払管理と現物確認

の方法の見直し

財務事務管理的な観点からは、

毒物･劇物など管理責任が強く求

められるものと一般的な試薬類と

で管理手続に強弱をつけて、リス

ク管理と効率性とのバランスをと

ることと、管理責任が強く求めら

れる薬品の管理方法については、

P147
措 置

対応中

現在医薬食品部が行っ

ている毒物の管理方法

を、他の３つの研究部門

と共有し、特に厳格な管

理が必要な毒物等に関し

て、研究所全体として、

実際の使用量（容量、重

量）を記録することとす

る。

令和７年

９月

医 薬

食品部



監査結果 措置の

実施状況

（区分）

措 置 の 内 容
方針決定予定時期

・完了予定時期
担当課

区分 内容
報告書の
該当ページ

研究所全体としてのレベル合わせ

をしておくことが重要である。

現状、毒物･劇物などについて

も、異常な払出や紛失があっても

気付きにくい状況にあれば、管理

手続の見直しが必要である。例え

ば、使用中の毒物･劇物について

は、使用の都度、使用前後の容器

込みの重量を計測・記録し、定期

的な残高確認でも容器込みの重量

を計測するようなやり方などを提

案する。

意見

＜意見 114＞ 預金管理の見直し

○ア 科研費の口座が、研究課題ご
とに作られていない。

○イ 預金出納簿への記載を入出金
の都度行っていないため、往

査時の通帳残高と出納簿残高

が異なっている。

○ウ 使用済みの古い預金通帳の処
分ルールがない。

○アの科研費の管理口座につい
ては、後記 11 でも触れるが、複

数の研究課題を１つの口座で管理

するのであれば、研究課題別に出

納簿を作成し、合計額が通帳残高

と一致していることをいつでも確

認できるようにしておくべきであ

る。

その意味で、○イ については、
入出金の都度、出納簿を記帳し、

定期的に担当者の上長が確認した

証跡を残すように見直すことを提

案する。

○ウについては、書類の保存期
間を参考にルールを設けることを

提案する。

P150
措置

完了

○ア複数の研究課題を１つ
の口座で管理すること

が効率的であるため、

研究課題別に出納簿を

作成し、合計額を通帳

残高と一致させてお

く。

○イ入出金の都度、出納簿
を記帳し、総務企画課

長が確認する。

○ウ財務関係帳票と同様に
５年経過後に処分す

る。
令和７年

５月

総 務

企画課

意見

＜意見 115＞ 最低持分割合等の事

前協議

県の共同研究に対する貢献度や

価値を評価する場合、化合物ライ

ブラリーの提供に関する当研究所

の貢献度については、研究で実際

に使用された化学物質の価値で捉

えるのではなく、ＰＶＣが所有す

る膨大な化合物ライブラリーを契

約に基づき当研究所が提供するこ

P153
措 置

対応中

化合物提供に係る持分

割合については、共同研

究の内容や進捗状況等に

よって大きく変動するた

め事前に定めることは容

易ではないが、必要に応

じて、化合物ライブラリ

ーの提供に関する当研究

所の貢献度も踏まえ、関

係者と協議を行うことと

令和８年

２月

医 薬

食品部



監査結果 措置の

実施状況

（区分）

措 置 の 内 容
方針決定予定時期

・完了予定時期
担当課

区分 内容
報告書の
該当ページ

とに何らか考慮しても良いと考え

られる。

化合物提供に係る持分割合につ

いては、共同研究の内容や進捗状

況等によって大きく変動するため

事前に定めることは容易ではない

が、関係者との協議等の検討はす

るべきである。

する。

意見

＜意見 116＞ 運用の見直し

指針がある以上、それを遵守

し、指針に見直すべき点があれ

ば、指針の見直しをするべきであ

った。

なお、経済産業部が所管する試

験研究機関においても同様の指針

があり、指針の見直しを提案す

る。

P153
措置

完了

経済産業部の同様指針

の見直しを参考に、指針

を見直し、複数の研究課

題を１つの口座で管理で

きるようにした。
令和７年

５月

総 務

企画課

意見

＜意見 117＞ 運用実態の確認と規

定の見直し

運用実態を確認し、間接経費に

関する規定と運用の見直しをすべ

きである。
P153

措置

完了

間接経費については研

究にかかる共通的経費で

ある光熱水費に充当して

いるため、「静岡県環境

衛生科学研究所における

競争的資金に係る間接経

費の使用に関する方針」

に明記するほか関連する

規定等の所要の見直しを

行った。

令和７年

５月

総 務

企画課

Ｂ 農林技術研究所

意見

＜意見 001＞ わさび品種の種苗の

分散保管

わさび品種の種苗は、当研究科

がこれまで積み上げてきた研究の

成果であり、周辺の研究拠点で分

散保管するなどの対策を検討すべ

きである。 P59 検討中

わさびの遺伝資源は、

わさび生産技術科及び２

か所のわさび田で植物体

を、事務所内複数の保管

庫で種子を保存してい

る。

災害時等の紛失を考慮

し、伊豆農業研究センタ

ー生育・加工技術科での

株保存を行うとともに、

他の研究施設における種

子保存について検討す

る。

令和８年

３月

わさび

生 産

技術科



監査結果 措置の

実施状況

（区分）

措 置 の 内 容
方針決定予定時期

・完了予定時期
担当課

区分 内容
報告書の
該当ページ

意見

＜意見 002＞ 技能員の業務内容の

記録化と採用計画の検討

技能員が行っている業務をリス

トアップした上で、特に、当職員

しか行っていないものについて

は、作業のノウハウを記録に残

し、組織のノウハウに変える必要

がある。

また、技能員の年齢を考慮する

と、一時的に人員が過剰になって

も技能員をもう１人採用し、後継

者の育成を進めるような計画を本

庁の所管課と連携して人事課等と

具体的に協議すべきである。

P61
措置

完了

業務内容の記録化につ

いては、作業日誌に準備

や工程等の作業ノウハウ

を記録し、マニュアル化

した。

人員増は困難である

が、技能員の年齢を考慮

し、技術を有する後継者

の確保に向け、本庁所管

課や森林・林業局と協議

を進め、募集を開始し

た。

令和７年

７月

森林・

林 業

研究セ

ンター

意見

＜意見 003＞ 圃場予定地の改修案

の検討

当センターとしては、静岡市と

の協議が円滑に進むように、圃場

予定地の改修案をいくつか想定し

た上で、それぞれの改修案におけ

る必要条件や圃場としての活用方

法などをできるだけ具体的に検討

しておくことが重要である。

P61
措 置

対応中

代替圃場の確保方法に

ついて、圃場予定地の改

修だけでなく、試験の規

模や継続性、作業性、効

率性を考慮した複数案を

県庁所管課と検討してい

る。

令和８年

３月

果 樹

研究セ

ンター

意見

＜意見 004＞ 耐震対策の検討

レイアウトの見直しや飛散防止

フィルムの導入などを検討すべき

である。

P62
措置

完了

耐震対策として、事務

室の書庫のガラス扉に飛

散防止フィルムを貼付し

た。

令和７年

５月

果 樹

研究セ

ンター

意見

＜意見 005＞ ドラフトチャンバ

ー・スクラバーの修繕計画

ドラフトチャンバーやスクラバ

ーは、有害ガスや悪臭ガスが発生

する研究から研究員を守るために

必要不可欠な機器類である。

昨年度は対処療法的に排気ファ

ンを１台だけ修繕するにとどまっ

たが、今後は、研究活動の継続

と、総支出額の抑制の両立を図る

ように、まとめてやった方が良い

ものと分割してできるものを峻別

した修繕計画を策定し、計画的に

更新を進めるべきである。

なお、ドラフトチャンバーを設

置している壁面や天井にアスベス

トが使用されている場合は、解

体・撤去工事の期間や費用も大き

く変わる可能性があるので、アス

ベストの使用状況についても確認

をしておくべきである。

P62,

63

措置

完了

排気ファンについて

は、令和７年度に３台更

新、令和８年度に３台更

新する計画を策定した。

今後は策定した計画に基

づき修繕を実施する。

また、アスベストにつ

いては、工事の際に検査

を行うことになってお

り、使用があった場合に

対応する予算も措置済み

である。

令和７年

５月

農林技術

研究所

(本所)



監査結果 措置の

実施状況

（区分）

措 置 の 内 容
方針決定予定時期

・完了予定時期
担当課

区分 内容
報告書の
該当ページ

意見

＜意見 006＞ 研究所の役割を果た

すための設備更新

農林技術研究所に期待される役

割の１つに、農業生産者の高齢

化・人材不足への対策として、栽

培方法の省力化の研究や、省力栽

培に対応した品種の開発がある。

温室の自動調整機能は、栽培方

法の省力化を研究する上で基礎的

な条件だが、このような基礎的条

件が整っていない状況では、本

来、期待される研究活動も制約を

受けることになる。

温室の更新には、多額の費用が

かかるので、研究活動を現状設備

でできる範囲にとどめ、積極的な

投資はしないのか、研究所として

果たすべき役割に見合う投資をし

ていくのか、方針を明確にした上

で、温室の更新を検討すべきであ

る。

P63 検討中

研究所への今後の投資

については、研究所の役

割を踏まえ、県庁所管課

と協議して検討してい

く。並行して、県として

取り組むべき研究・技術

開発を推進するため、外

部資金等を活用して可能

な限り温室等機能の充実

を図っていく。
令和９年

３月

伊豆農業

研究セ

ンター

・

わさび

生 産

技術科

意見

＜意見 007＞ 修繕のための計画立

案

本館は、当センターの正面入口

に設置され、大会議室は、外部の

木材・林業関係者の会議や研修に

も利用されており、できるだけ今

の外観や内装の雰囲気を残せるよ

うに修繕計画を検討できれば良い

と思う。

一方で、木材実験棟や機械実験

棟は、本館の裏手にあり、外観よ

りも作業効率や安全性を優先し、

中にある機器類・備品類を整理

し、不用品を処分した上で、積極

的に保全を図る部分とそうでない

部分のメリハリをつけて修繕計画

を検討すべきである。

P64
措 置

対応中

本館及び研究棟は令和

３年度に劣化診断を行っ

ており、長寿命化のため

計画的に修繕を行ってい

る。

木材実験棟、機械実験

棟及び作業棟について

は、不用となった物品等

の処分を進めている。ま

た、利用の目的や方法が

時代とともに変化してい

るため、ニーズに応じて

維持修繕を検討する。

令和８年

３月

森林・

林 業

研究セ

ンター

意見

＜意見 008＞ 特許権等の計上区分

の見直し

農林技術研究所（本所）、茶業

研究センター、果樹研究センター

の３拠点は、現在、保有している

特許権等について、他者への使用

許諾等の可能性を検討し、その可

能性が明らかにない、という積極

的な判断ができない限り、特許権

等の計上区分を「普通財産」に変

更すべきである。

P66
措 置

対応中

特許権等の無体財産に

ついて、「普通財産」へ

の変更手続きを進めてい

る。

令和８年

３月

農林技術

研究所

(本所)

・

茶 業

研究セ

ンター

・

果 樹

研究セ

ンター



監査結果 措置の

実施状況

（区分）

措 置 の 内 容
方針決定予定時期

・完了予定時期
担当課

区分 内容
報告書の
該当ページ

意見

＜意見 009＞ 研究室内の整理状況

の確認・指導

研究所の幹部職員が、定期的

に、安全面や作業効率の面から研

究室の整理状況を確認・指導する

ような取組をすべきである。

P66
措 置

対応中

今後、企画調整部長や

研究統括官等の管理職に

より、年２回の定期的な

確認･指導を行っていく。
令和８年

３月

農林技術

研究所

(本所)

意見

＜意見 010＞ 本所への異動状況の

報告

現物確認の際に、設置場所の異

動状況を確実に磐田市の本所に連

絡し、修正されたことを確認する

べきである。

P67
措置

完了

設置場所の異動があっ

た場合には、確実に本所

総務課に連絡し、修正確

認をするよう、職員に周

知した。

令和７年

６月

伊豆農業

研究セ

ンター

・

わさび

生 産

技術科

意見

＜意見 011＞ 将来の処分を考慮し

た物品番号の発番

将来、個別に処分される見込み

が高いものは、一括ではなく、個

別に物品台帳に計上すべきであ

る。

特に、ノートパソコンは、汎用

性があり、換金可能性も高いの

で、個別番号で管理すべきであ

る。

P67
措置

完了

ノートパソコンについ

て、台帳上、個別番号で

管理するように措置し

た。

令和７年

５月

次世代

栽 培

システ

ム 科

意見

＜意見 012＞ 物品台帳への情報の

登録

県の正式な財産記録は財務会計

上の物品台帳なので、財務会計シ

ステムの物品台帳に正しい保管場

所を登録すべきである。

ただし、当センターは、現在、

本館のリニューアル工事によって

備品の移動が多く、使い勝手の良

い備品リストでなければ業務負荷

がかかるのであれば、当面、備品

リストに異動情報を集約して、新

しい本館への移設後に、まとめて

財務会計システムの物品台帳に保

管場所の変更登録をすることは容

認されると考える。

財務会計システムの物品台帳で

は入力が難しい管理用のコメント

を残すために備品リストの備考欄

を使用しなければならないような

事情があれば、次世代栽培システ

ム科の備品リストを参考にしても

良いと考える。

P67,

68

措置

完了

令和６年度までに完了

した事業の備品について

は、財務会計システムに

登録済みである。

備品の移動はあるが、

管理できる範囲なので、

都度登録する。

令和７年

５月

茶 業

研究セ

ンター



監査結果 措置の

実施状況

（区分）

措 置 の 内 容
方針決定予定時期

・完了予定時期
担当課

区分 内容
報告書の
該当ページ

意見

＜意見 013＞ 物品台帳の備考欄の

記載内容の見直し

備考欄の内容が規格名称と重複

するものについては、適宜、修正

を行い、備考欄の有効活用を検討

すべきである。

P69
措置

完了

新規取得物品について

は、車両の納車日や更新

前の車両等特記事項を記

載している。過去に取得

したものついては、点検

の上で修正を行った。

令和７年

５月

森林・

林 業

研究セ

ンター

意見

＜意見 014＞ 全件確認の徹底と実

施記録の確認・保存

毎年、全件確認が行われていな

かった（又は、その疑いのある）

研究拠点については、長期間、物

品台帳との照合が行われていない

備品も多数あることが推察され、

実際に全件確認を行うと、物品台

帳上の保管場所と実際の保管場所

が合わず、所在が分からないもの

が出てくる可能性が高い。

研究拠点内において、全件確認

を徹底し、総務担当者等が実施記

録（現物を確認したものを備品リ

ストにチェックをしたもの）を回

収、確認、保存するような手続の

見直しが必要である。

なお、例外的に容認される循環

確認の導入を検討する場合には、

確実に全件確認を実施しているこ

とを事後検証した上で実施すべき

である。

循環確認については、用度課に

対して、具体的な実施方法の検討

と全庁への周知を提案する。

P70
措 置

対応中

全件確認の実施状況の

記録について、確認・保

存を確実に行うようにす

る。

茶業研究センターの一

部の物品については、建

物移転に合わせて実施し

ていく。

令和９年

３月

農林技術

研究所

(本所)

・

茶 業

研究セ

ンター

・

果 樹

研究セ

ンター

・

わさび

生 産

技術科

意見

＜意見 015＞ 遊休物品の整理と顕

在化

使用見込みのない機器類は、他

の研究機関等への転用希望を確認

する手続を行った上で、できるだ

け専用の保管場所にまとめて保管

し、難しい場合は、研究室内のデ

ッドスペースに移動させ、研究室

内の動線や作業効率を高めるよう

な保管をすべきである。

また、遊休物品であることを現

物でも物品台帳でも分かるように

して、物品台帳から廃棄予定リス

トを作成し、計画的に廃棄処理を

進められるようにすべきである。

なお、遊休物品については、用

度課に対して具体的な管理方法の

検討と全庁への周知を提案する。

P70,

71

措 置

対応中

使用見込みのない備品

等について、一部は他の

所属へ管理換えを行った

ほか、通路等に置かれて

いた不用決定済みの備品

は廃棄等処分した。

今後は、他の研究機関

等への転用希望を確認し

た上で、適切に保管し、

計画的な廃棄処理を行

う。

また、遊休物品の管理

方法については、全庁方

針に従い対応する。

令和９年

３月

農林技術

研究所

(全施設)



監査結果 措置の

実施状況

（区分）

措 置 の 内 容
方針決定予定時期

・完了予定時期
担当課

区分 内容
報告書の
該当ページ

意見

＜意見 016＞ 廃棄処分の実施

都道府県はフロンガスの排出抑

制や管理を進める立場にあり、長

期間、廃棄を先延ばししているの

は望ましくない。速やかに恒温庫

の廃棄費用を予算化し、廃棄処理

をすべきである。

P71 検討中

所内を調査し、早期に

廃棄処分できるよう、予

算要求を検討する。
令和８年

３月

伊豆農業

研究セ

ンター

意見

＜意見 017＞ 先進的な研究機器等

に対するリース契約の検討

研究のニーズが変わる可能性が

高いものや研究機器の性能が年々

進化しているような機器について

は、機械の物理的耐用年数ではな

く、機能的耐用年数で購入するべ

きか、リース契約で更新させてい

くべきかを比較検討すべきであ

る。

一般的には、研究機器は、汎用

性が低く、転用が難しく、金利を

除くリース料総額と取得価額がほ

ぼ同じになりやすい。しかし、機

械メーカーにとっても最新鋭の機

器を研究所に提供するメリット

（ＰＲ効果や量産機の販売、量産

機開発のデータ収集）があるよう

なものについては、メーカーに対

してリース契約の条件を提案する

ことも検討すべきである。

P71,

72

措 置

対応中

高額備品の整備に当た

ってはリース契約も含め

検討している。

今後は、リース契約の

可否の検討を義務づける

金額等条件について、検

討を行う。

令和８年

３月

農林技術

研究所

(全施設)

意見

＜意見 018＞ 管理方法の標準化

研究所の幹部が定期的に研究室

を巡回し、管理方法の違いを把握

するとともに、研究所全体として

のレベル合わせを行うような取組

をすべきである。

研究科によって、取り扱う薬品

の質や量も異なるので、必ずし

も、統一化を求めるものではない

が、研究所として、最低限、守る

べきルールや管理手続のレベルを

明確にして、管理帳票の様式の標

準化なども検討すべきである。

P72
措 置

対応中

研究室の整理状況の定

期的な指導･確認に合わ

せ、試薬についても保管･

管理の状況を実地で確認

していく。

今後、管理表の標準様

式を示して、統一化を図

る予定である。

令和８年

３月

農林技術

研究所

(本所)

意見

＜意見 019＞ 耐震対策の見直し

薬品の保管に関する安全確保や

耐震対策という点については、研

究所としてレベル合わせをすべき

である。

P72
措 置

対応中

薬品の保管時の安全対

策については、落下・転

倒防止のための仕切り板

やトレイの設置等につい

て早急に実施する。

令和７年

９月

農林技術

研究所

(本所)



監査結果 措置の

実施状況

（区分）

措 置 の 内 容
方針決定予定時期

・完了予定時期
担当課

区分 内容
報告書の
該当ページ

意見

＜意見 020＞ 保管状況の見直し

新庁舎への移設に併せて、保管

庫内の耐震対策を検討すべきであ

る。

また、毒物・劇物の区分保管を

徹底すべきである。

P73
措 置

対応中

新棟においては耐震対

策がされた保管庫内にて

適正に保管している。新

製品研究棟においては不

要となった薬品の廃棄か

ら順次、整理を始めてい

く。

令和９年

３月

茶 業

研究セ

ンター

意見

＜意見 021＞ 不使用品の処分と保

管状況の見直し

不用な薬品は整理･処分した上

で、保管庫内の耐震対策を検討す

べきである。

P73
措 置

対応中

令和６年度に 11 薬品を

処分するなど整理を進め

ている。

薬品庫の耐震対策につ

いては、職員により転倒

防止対策を実施する。

令和８年

３月

森林・

林 業

研究セ

ンター

意見

＜意見 022＞ 全研究拠点／薬品リ

ストの点検と見直し

受払管理と現物確認の方法の見

直しに合わせて、各研究科の薬品

リストの書式も比較検討するべき

である。

研究所として標準的な書式を決

めた上で、必要に応じて、各研究

科が記載項目を追加するような方

法が良いと考える。

P74
措 置

対応中

各センターや研究科の

リスト書式を比較検討

し、標準的な書式を定め

ることとする。

特に毒物・劇物につい

ては、区分を明確にし、

保管・管理を行う。

令和８年

３月

農林技術

研究所

(全施設)

意見

＜意見 023＞ 毒物・劇物の区分追

加

薬品使用簿（一覧表）は、毒

物・劇物の区分を設け、何が毒

物・劇物なのかが明確に分かるよ

うにしておくべきである。

P74
措 置

対応中

薬品使用簿（一覧表）

に毒物・劇物の表示を行

う。
令和８年

３月

森林・

林 業

研究セ

ンター

意見

＜意見 024＞ 受払管理と現物確認

の方法の見直し

財務事務管理的な観点からは、

毒物･劇物など管理責任が強く求

められるものと一般的な試薬類と

で管理手続に強弱をつけて、リス

ク管理と効率性とのバランスをと

ることと、管理責任が強く求めら

れる薬品の管理方法については、

研究所全体としてのレベル合わせ

をしておくことが重要である。

現状、毒物･劇物などについて

も、異常な払出や紛失があっても

気付きにくい状況にあれば、管理

手続の見直しが必要である。例え

ば、使用中の毒物･劇物について

は、使用の都度、使用前後の容器

込みの重量を計測・記録し、定期

的な現物確認でも容器込みの重量

を計測するようなやり方などを提

P76
措 置

対応中

毒物・劇物について

は、国からの通知により

在庫数量の把握が求めら

れている。

現状は、定期的な在庫

管理に加えて、使用の都

度、受払簿に記入するこ

ととなっているが、対応

にばらつきがあるため、

計測方法を含め指針を提

示し、在庫管理の徹底を

図る。

令和８年

３月

農林技術

研究所

(全施設)
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案する。

意見

＜意見 025＞ 不使用薬品の顕在化

と整理

薬品は、経年劣化しないとして

も、不要なものは処分して、保有

リスクや管理工数を減らすべきで

ある。不要かどうかの最終判断

は、現場担当者の判断に委ねると

しても、研究拠点単位で使用実績

がない薬品を対象に定期的に処分

すべきかどうかの検討を行うこと

が重要である。

そのためには、使用実績を確認

できることが必要になるが、担当

者の記憶に頼るのではなく、記録

から所属長や総務課の職員などに

も使用状況が分かるようにするこ

とも重要である。ただし、保有リ

スクや管理工数を減らすことが目

的なので、例えば、保有リスクが

高い毒物・劇物などは受払簿を作

成する、一般試薬は、ほとんど使

われていないと思われる薬品を選

定して保管場所も区分して、その

保管場所にある薬品については使

用した時に使用簿や薬品リストに

使用日を記録するなど、対象を絞

り込むことを提案する。

P77
措 置

対応中

これまでも使用状況に

基づき不使用薬品の処分

を実施してきたが、判断

は現場の担当者に任せて

きた。今後、各センター

や研究科のリスト書式を

比較検討し、標準的な書

式を定めるとともに受払

管理の徹底を図ること

で、不要薬品の顕在化を

図る。

また、薬品リストの共

有化を図り、各科間での

効率的利用も推進する。

さらに、薬品庫の中で

リスクが高い薬物と一般

試薬等を区分して管理し

ていく。

令和８年

３月

農林技術

研究所

(全施設)

意見

＜意見 026＞ 古い預金通帳の処分

使用済みの通帳は、保管期間・

廃棄ルールを決めて機械的に処分

し、金庫内は本当に重要な物が把

握しやすいように整理して保管す

べきである。

P78
措置

完了

保管期間は５年間であ

ったため、５年を超えた

通帳は処分決定し廃棄し

た。

今後もルールに則り対

応する。

令和６年

12 月

農林技術

研究所

(本所)

・

森林・

林 業

研究セ

ンター

意見

＜意見 027＞ 郵券の管理方法の見

直し

郵券の保有による紛失リスクと

管理事務を減らすために、使用時

に必要分だけ購入し、できるだけ

手元に保有しないようにしている

研究拠点もあり、当研究所もそれ

に倣うべきである。

現在保有しているものについて

は、できるだけ早期に使い切るこ

とを検討するとともに、使用見込

みのないものについては、封筒に

封印の上、金庫に保管するなどし

て、紛失の防止と毎月の残高確認

P78,

79

措置

完了

少額（10 円未満）の切

手を優先して使用し、使

い切った。

今後は、原則として、

使用時に必要分を購入す

ることとした。

令和７年

３月

農林技術

研究所

(本所)

・

茶 業

研究セ

ンター



監査結果 措置の

実施状況

（区分）

措 置 の 内 容
方針決定予定時期

・完了予定時期
担当課

区分 内容
報告書の
該当ページ

の簡便化を図ることを検討すべき

である。

意見

＜意見 028＞ 販売記録の残し方

本来の売上金額と回収した現金

に不一致が生じた場合には、実際

の現金回収額を売上金額とせざる

を得ないが、販売する前の商品の

数量に単価を乗じた理論上の販売

金額を確認しておき、不一致がな

いことを記録に残し、現金日計表

と併せて、上席者の確認の証跡を

残すべきである。

P80
措置

完了

今後は、「生産報告及

び生産物売払調書」に売

払い前の数量及び価格を

補記し、本来あるべき売

払い価格と実際の売払い

価格に不一致がないこと

を明確にした上で決裁を

受けることとした。

令和７年

６月

農林技術

研究所

(本所)

意見

＜意見 029＞ 販売記録の残し方

生産物の販売価格は、買取価格

が公表されている買手を除き、当

センターとしての販売予定単価の

算定と上席者の承認の記録を残す

べきである。

P80
措置

完了

令和６年８月分から販

売予定単価の算定資料を

作成し、上席者による確

認の記録を残している。
令和６年

８月

果 樹

研究セ

ンター

意見

＜意見 030＞ 上席者の確認記録

当センターで生産される茶葉

は、栽培研究の結果、副次的に生

まれるものであるが、県の財産で

ある以上、研究に利用されたも

の、廃棄されたもの、販売された

ものが、それぞれどれだけあった

のかを集計し、その内容を上席者

が確認したことも記録に残すべき

である。

P80
措置

完了

数量を把握し、生産の

都度、上席者が確認して

記録を残すこととした。

令和７年

３月

茶 業

研究セ

ンター

意見

＜意見 031＞ 上席者の確認記録

当センターで生産される果樹

は、栽培研究の結果、副次的に生

まれるものであるが、県の財産で

ある以上、研究に利用されたも

の、廃棄されたもの、販売された

ものが、それぞれどれだけあった

のかを集計し、その内容を上席者

が確認したことも記録に残すべき

である。

P81
措置

完了

令和６年８月分から生

産物受払簿を作成し、上

席者による確認の記録を

残している。

令和６年

８月

果 樹

研究セ

ンター

意見

＜意見 032＞ 受託料算定の算定基

礎の見直し

受託料収入の算定基礎と県収入

証紙で徴収する機器使用料収入等

の算定基礎との不整合には合理性

がない。試験研究機関は、民間受

託研究の受託料収入についても、

基本的には利用者に人件費や減価

償却費の負担を求めるように本庁

の各所管課、その他関係部署と連

P82
措 置

対応中

受託料収入の算定基礎

となる間接経費につい

て、人件費や減価償却費

を包括するものとして算

定方法を見直し、令和８

年度から研究所受託料算

定基準を改定する。

令和８年

３月

農林技術

研究所

(全施設)
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携して、県の統一的な考え方を見

直すべきである。

意見

＜意見 033＞ 契約書ひな型の見直

し

県が締結する委託契約では、原

則として再委託が禁止されてい

る。その理由は、責任の所在が不

明確になるからであり、公費を使

っている以上、契約の適正性を担

保することが重要である。

共同研究の場合、実務的に再委

託が起こりにくいとしても、契約

の都度、再委託についても意識す

る必要がある。

共同研究の契約書のひな型に

は、任意の記載項目として、「無

断で第三者への委託することの禁

止」に係る規定を設けておき、契

約の都度、当該規定を残すべき

か、削除すべきかを判断するよう

に見直すべきである。

P83
措置

完了

契約書のひな型に「無

断で第三者へ委託するこ

との禁止」を追加し、再

委託の可否については契

約の都度見直すこととし

た。

令和７年

５月

森林・

林 業

研究セ

ンター

意見

＜意見 034＞ 運用の見直し

「静岡県経済産業部が所管する

試験研究機関における個人向け競

争的研究資金の取扱指針」（以

下、「指針」とする）では、科研

費は、研究課題毎に管理する口座

を開設し、終了後は口座を解約す

ることになっている。

当研究所（本所）では、一時期

は、終了後も口座を解約しないま

ま残すなど、指針どおりの運用が

できていなかったが、途中から研

究課題毎に口座を開設して管理を

するように見直しが行われている

ことを確認した。

指針がある以上、それを遵守

し、指針に見直すべき点があれ

ば、所管課に指針の見直しを求め

るべきであった。

指針を所管する産業イノベーシ

ョン推進課に対しても、指針の見

直しと試験研究機関への運用の周

知を提案する。

P83
措置

完了

所管する産業イノベー

ション推進課において

「取扱指針」が令和７年

３月に改訂されたため、

同指針を遵守する。

令和７年

３月

農林技術

研究所

(本所)

意見

＜意見 035＞ 業務手続と確認手続

の見直し

農林技術研究所（本所）は、約

３年間にわたって要綱に規定され

ている手続が漏れていることが見

過ごされていたことについて、そ

P84
措置

完了

農林技術研究所（本

所）では「事務事業及び

予算の執行実績」を公開

した。

今後は、担当者が要綱

どおり手続きを進めるこ

令和６年

12 月

農林技術

研究所

(本所)

・

果 樹

研究セ
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の原因を分析し、所管する総務課

での業務手続と確認手続を見直す

必要がある。

果樹研究センターは、情報デー

タの掲載をやっていなかったわけ

ではないが、不完全で、実質的に

はやっていなかったのと同じであ

ることから、確認手続を見直す必

要がある。

ととして、担当者を明確

にした。

果樹研究センターでは

PDF ファイルが開けなく

なっていたものを修正し

た。

今後は、担当者がデー

タを掲載後、複数の職員

により確認手続きを行う

こととした。

ンター

意見

＜意見 036＞ 遅延報告の徹底

理由書の作成と、上席者による

確認を徹底するべきである。

P84
措置

完了

旅費の遅延がないよう

全職員に対し指導を徹底

するとともに、遅延した

場合は理由書の作成を徹

底することとした。

令和６年

12 月

茶 業

研究セ

ンター

・

果 樹

研究セ

ンター

Ｃ 畜産技術研究所

意見

＜意見 037＞ 水と重油の確保方法

の検討とＢＣＰへの明記

非常時の水や重油の確保につい

て、具体的な方法を検討してお

き、ＢＣＰにも手順を明記してお

くべきである。

P85 検討中

地域で唯一重油を取り

扱っている業者と調整

し、連絡先や発注方法を

確認するとともに、富士

宮市と調整し、市の水源

からの水の供給方法をマ

ニュアル化し、職員全員

で共有する。

令和８年

３月

畜産技術

研究所

(本所)

意見

＜意見 038＞ 水の確保方法の検討

とＢＣＰへの明記

非常時の水の確保について、菊

川市などと災害時の対応を協議

し、具体的な対策を検討し、ＢＣ

Ｐにも手順を明記しておくべきで

ある。

P85 検討中

菊川市との協議内容及

び独自で確保する手段等

について所属内で検討中

である。

措置実施後は BCP に記

載する方向で検討してい

る。

令和８年

３月

中小家畜

研究セ

ンター

意見

＜意見 039＞ 設備の修繕

劣化状況を日々監視していて

も、経年劣化による不調に対して

更新が必要なレベルなのかどうか

を見極めるのが困難なケースや突

然作動しなくなるようなケースも

あると思われる。故障すると研究

所の日常業務に大きく支障が出る

ような設備については、本庁の所

管課や資産経営課などと事前協議

し、監視保全ではなく、計画保全

として更新年数をあらかじめ定め

て計画的に更新を進めるような方

法を検討することを提案する。

また、豚舎の全面的な更新に

は、多額の費用がかかるので、研

P86,

87
検討中

関係各課との協議を行

い、所属として計画的な

更新・整備を要望するこ

とを検討中である。

令和８年

３月

中小家畜

研究セ

ンター
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究活動を現状設備でできる範囲に

とどめ、積極的な投資はしないの

か、研究所として果たすべき役割

に見合う投資をしていくのか、方

針を明確にした上で、更新計画を

検討すべきである。

意見

＜意見 040＞ 技能員の育成

ベテラン技能員がやっている業

務の中で、特定の人しかやってい

ない業務について、その作業内容

や手順を記録するとともに、他の

人ができるようにしておくべきで

ある。

P87
措置

完了

現場で培われた技術が

若手技能員に継承される

よう、マニュアル等の作

成・掲示や、定期的な勉

強会・意見交換等を通じ

て技術レベルの統一化を

図っている。

令和７年

６月

畜産技術

研究所

(本所)

・

中小家畜

研究セ

ンター

意見

＜意見 041＞ 設備の更新計画の見

直し

技能員と会計年度任用職員の労

務負担に大きく影響する設備を抽

出し、更新計画の優先順位に反映

させておくべきである。

P88 検討中

関係各課と協議を行

い、更新計画の優先順位

に反映させることを検討

している。
令和８年

３月

畜産技術

研究所

(本所)

・

中小家畜

研究セ

ンター

意見

＜意見 042＞ 自家発電装置の更新

の予算化

機械の実際使用可能期間は、税法

上の耐用年数通りではないし、自

家発電装置は日常的に使用するも

のではないので、更新時期の見極

めはかなり難しいが、緊急時に使

用できなければ、意味がない。

耐用年数を大幅に超えていて、

不調があれば、外部の専門家にも

確認した上で、早期に更新を予算

化すべきである。

P88
措置

完了

令和７年２月に老朽化

していた蓄電池を交換し

た。

定期的に試運転を行

い、設備の異常の有無等

を確認することで、緊急

時に使用できなくなるリ

スクを軽減する。

令和７年

２月

畜産技術

研究所

(本所)

意見

＜意見 043＞ 雨漏りの原因調査

原因不明の雨漏りの放置は、庁

舎の劣化につながるため、早期に

原因を確認し対策を取るべきであ

る。
P89

措 置

対応中

実施予定の外壁工事の

一環で雨漏り対応をする

こととしていたが、外壁

工事の実施が先送りとな

ったため、令和８年度中

の措置を予定している。

令和９年

３月

中小家畜

研究セ

ンター

意見

＜意見 044＞ 確認体制の見直し

資産経営課に増減を報告する際

には、例えば、研究統括官が台帳

や現在額報告書の内容の確認を行

うなどの見直しをすべきである。
P89

措置

完了

特許権等について現在

額を資産経営課に報告す

る際には、産業イノベー

ション推進課が作成して

いる保有特許権等のリス

ト等と照合して確認する

こととした。

令和７年

３月

畜産技術

研究所

(本所)
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意見

＜意見 045＞ 特許権等の計上区分

の見直し

中小家畜研究センターは、現

在、保有している特許権等につい

て、他者への使用許諾等の可能性

を検討し、その可能性が明らかに

ない、という積極的な判断ができ

ない限り、特許権等の計上区分を

「普通財産」に変更すべきであ

る。

P90
措置

完了

特許権等の計上区分を

「普通財産」に変更し

た。

令和７年

３月

中小家畜

研究セ

ンター

意見

＜意見 046＞ 管理する樹木の整理

樹木の維持管理は、樹木を所管

する研究拠点が責任をもって行う

ことが求められる。したがって、

研究拠点において、樹木の維持管

理が難しいのであれば、危険性の

排除の観点から、危険性の高いも

のや、その不安があるものを積極

的に伐採し、管理対象を削減する

ことなども検討すべきである。

研究拠点及び本庁所管課、所管

部経理課等が、今後の樹木の維持

管理の在り方や予算確保について

協議することを提案する。

P90
措 置

対応中

接触により電話線や電

線を切断するリスクが高

い樹木についてリスト化

しており、今後、定期的

に状況を把握するととも

に、計画的に伐採を進め

ていく。 令和８年

３月

畜産技術

研究所

(本所)

意見

＜意見 047＞ 全件確認の徹底と実

施記録の確認・保存

毎年、全件確認が行われていな

かった（又は、その疑いのある）

研究拠点については、長期間、物

品台帳との照合が行われていない

備品も多数あることが推察され、

実際に全件確認を行うと、物品台

帳上の保管場所と実際の保管場所

が合わず、所在が分からないもの

が出てくる可能性が高い。

研究拠点内において、全件確認

を徹底し、総務担当者等が実施記

録（現物を確認したものを備品リ

ストにチェックをしたもの）を回

収、確認、保存するような手続の

見直しが必要である。

なお、例外的に容認される循環

確認の導入を検討する場合には、

確実に全件確認を実施しているこ

とを事後検証した上で実施すべき

である。

循環確認については、用度課に

対して、具体的な実施方法の検討

と全庁への周知を提案する。

P91
措 置

対応中

台帳に登載された各備

品の外観や備品シールの

貼付状況等を写真に記録

し、台帳と紐付ける取組

を進めているところであ

り、このような取組を通

じて備品の所在や状態を

確実に把握できるように

する。

令和８年

３月

畜産技術

研究所

(本所)

・

中小家畜

研究セ

ンター



監査結果 措置の

実施状況

（区分）

措 置 の 内 容
方針決定予定時期

・完了予定時期
担当課

区分 内容
報告書の
該当ページ

意見

＜意見 048＞ 遊休物品の整理と顕

在化

使用見込みのない機器類は、他

の研究機関等への転用希望を確認

する手続を行った上で、できるだ

け専用の保管場所にまとめて保管

し、難しい場合は、研究室内のデ

ッドスペースに移動させ、研究室

内の動線や作業効率を高めるよう

な保管をすべきである。

また、遊休物品であることを現

物でも物品台帳でも分かるように

して、物品台帳から廃棄予定リス

トを作成し、計画的に廃棄処理を

進められるようにすべきである。

なお、遊休物品については、用

度課に対して具体的な管理方法の

検討と全庁への周知を提案する。

P92
措 置

対応中

遊休物品については、

他所属への転用や廃棄等

を行うまでの間、所内で

の保管が必要であるが、

作業動線や使用中の資機

材の保管等に影響が及ば

ないよう、保管状況を点

検し、改善を図る。

また、物品台帳等を活

用し、廃棄対象であるこ

とが容易に把握できるよ

うにする。

令和８年

３月

畜産技術

研究所

(本所)

・

中小家畜

研究セ

ンター

意見

＜意見 049＞ 管理方法の標準化

研究所の幹部が定期的に研究室

を巡回し、管理方法の違いを把握

するとともに、研究所全体として

のレベル合わせを行うような取組

をすべきである。

研究科によって、取り扱う薬品

の質や量も異なるので、必ずし

も、統一化を求めるものではない

が、研究所として、最低限、守る

べきルールや管理手続のレベルを

明確にして、管理帳票の様式の標

準化なども検討すべきである。

P92,

93

措置

完了

毒物・劇物について

は、薬品が保管されてい

る研究室や薬品庫ごとに

帳簿を備え付けて受払い

を管理している。

令和７年

８月

畜産技術

研究所

(本所)

意見

＜意見 050＞ 耐震対策の見直し

薬品の保管に関する安全確保や

耐震対策という点については、研

究所としてレベル合わせをすべき

である。

P93
措 置

対応中

幹部職員による保管場

所の巡回や各科担当者の

意見交換等により、改善

点を把握し、所としての

レベルを平準化する。

令和８年

３月

畜産技術

研究所

(本所)

意見

＜意見 051＞ 保管状況の見直し

床にそのまま薬品の容器を置く

のではなく、液溜めトレイの中に

保管するなど、薬品室内の動線と

安全性も確保すべきである。

P93
措置

完了

床上の薬品は棚内に保

管場所を移動した。
令和７年

４月

中小家畜

研究セ

ンター

意見

＜意見 052＞ 受払管理と現物確認

の方法の見直し

財務事務管理的な観点からは、

毒物･劇物など管理責任が強く求

められるものと一般的な試薬類と

で管理手続に強弱をつけて、リス

ク管理と効率性とのバランスをと

ることと、管理責任が強く求めら

れる薬品の管理方法については、

P94
措 置

対応中

毒物・劇物について

は、各保管場所に受払簿

を備え付けて利用の都度

記録しており、所属長等

が確認できるようになっ

ている。

試薬類ごとに管理に強

弱をつけるなど、薬品の

管理方法を所属内で検討

令和８年

３月

畜産技術

研究所

(本所)

・

中小家畜

研究セ

ンター



監査結果 措置の

実施状況

（区分）

措 置 の 内 容
方針決定予定時期

・完了予定時期
担当課

区分 内容
報告書の
該当ページ

研究所全体としてのレベル合わせ

をしておくことが重要である。

現状、毒物･劇物などについて

も、異常な払出や紛失があっても

気付きにくい状況にあれば、管理

手続の見直しが必要である。例え

ば、使用中の毒物･劇物について

は、使用の都度、使用前後の容器

込みの重量を計測・記録し、定期

的な現物確認でも容器込みの重量

を計測するようなやり方などを提

案する。

中である。

意見

＜意見 053＞ 不使用薬品の顕在化

と整理

薬品は、経年劣化しないとして

も、不要なものは処分して、保有

リスクや管理工数を減らすべきで

ある。不要かどうかの最終判断

は、現場担当者の判断に委ねると

しても、研究拠点単位で使用実績

がない薬品を対象に定期的に処分

すべきかどうかの検討を行うこと

が重要である。

そのためには、使用実績を確認

できることが必要になるが、担当

者の記憶に頼るのではなく、記録

から所属長や総務課の職員などに

も使用状況が分かるようにするこ

とが望ましい。ただし、保有リス

クや管理工数を減らすことが目的

なので、例えば、保有リスクが高

い毒物・劇物などは受払簿を作成

する、一般試薬は、ほとんど使わ

れていないと思われる薬品を選定

して保管場所も区分して、その保

管場所にある薬品については使用

した時に使用簿や薬品リストに使

用日を記録するなど、対象を絞り

込むことを提案する。

P95
措置

完了

１年に１回、一斉点検

等を通じて使用見込みの

ない薬品の実態を把握す

る。

毒物・劇物について

は、各保管場所に受払簿

を備え付けて利用の都度

記録しており、所属長等

が確認できるようになっ

ている。

その他の試薬について

は、保管場所を決めて、

所在を確認できるように

している。
令和７年

８月

畜産技術

研究所

(本所)

・

中小家畜

研究セ

ンター

意見

＜意見 054＞ 返却確認と定期的な

現物確認の徹底

返却時に第三者による確認とそ

のことを貸出簿に記録すること、

定期的な現物確認をすることを徹

底すべきである。

また、日常的に使用される数に

比べて、付与されている数が多い

ようであれば、例えば、過剰分を

金庫内に保管しておくことなども

併せて提案する。

P95
措置

完了

貸出時と返却時に、USB

現物と貸出簿の氏名及び

日にちを総務課長が突き

合わせて確認するように

した。
令和６年

10 月

畜産技術

研究所

(本所)



監査結果 措置の

実施状況

（区分）

措 置 の 内 容
方針決定予定時期

・完了予定時期
担当課

区分 内容
報告書の
該当ページ

意見

＜意見 055＞ 古い預金通帳の処分

使用済みの通帳は、保管期間・

廃棄ルールを決めて機械的に処分

し、金庫内は本当に重要な物が把

握しやすいように整理して保管す

べきである。

P96
措置

完了

使用済みの通帳は、記

帳最終取引日の属する年

度を基準に、５年経過し

た時点で廃棄することと

した。

金庫内は、保管内容一

覧表により管理する。

令和７年

３月

中小家畜

研究セ

ンター

意見

＜意見 056＞ 郵券の管理方法の見

直し

本所は、年１回だけ残高確認を

しているが、金券は紛失リスクが

高いので、もう少し確認回数を増

やすことや、使用見込みのないも

のについては、封筒に封印の上、

金庫に保管するなどして、紛失の

防止と残高確認の簡便化を図るこ

とを検討すべきである。

一方、中小家畜研究センター

は、毎週、残高確認をしている

が、残高確認の手間と紛失リスク

をなくすために、郵券は使用する

時に必要分だけ購入し、手元に保

有しないようにしている研究拠点

もあり、当研究所もそれに倣うべ

きである。

P97
措置

完了

郵券について、本所で

は、毎月、総務課長が現

物確認するようにした。

今後は、原則として、

使用時に必要分を購入す

ることとした。

令和６年

10 月

畜産技術

研究所

(本所)

・

中小家畜

研究セ

ンター

意見

＜意見 057＞ 鶏卵の有効活用

外部に販売するのは、それ自体

が、業務になってしまうという面

があるとしても、近隣市町の子ど

も食堂などへの寄付などができな

いかなど、県として有効利用を検

討すべきである。

P97
措置

困難

鶏卵の産出量は一定で

はなく、通年での出荷や

寄付等の計画が立たない

ことに加え、出荷や寄付

等をした場合に必要な鶏

卵の消毒・梱包作業が本

来業務を阻害するため、

対応は困難である。

令和７年

３月

中小家畜

研究セ

ンター

意見

＜意見 058＞ 料金単価の基礎資料

の作成

飼料の価格が上昇しており、直

近５年間で、畜産協会が酪農家か

ら受け取る飼育受託料も見直され

ているのではないかと思われる。

料金単価を検討する基礎資料を作

成し、少なくとも、飼料代などの

直接経費は回収できているのかど

うかを確認し、料金単価の見直し

を検討すべきである。

P98 検討中

子牛の受託は家畜共同

育成事業の一環として実

施しており、受託料の算

定に当たっては飼料代相

当額を基本としている。

見直しに当たっては、

同事業を所管する畜産振

興課や委託元の団体と調

整していく。

令和８年

３月

畜産技術

研究所

(本所)



監査結果 措置の

実施状況

（区分）

措 置 の 内 容
方針決定予定時期

・完了予定時期
担当課

区分 内容
報告書の
該当ページ

意見

＜意見 059＞ 受託料算定の算定基

礎の見直し

受託料収入の算定基礎と県収入

証紙で徴収する機器使用料収入等

の算定基礎との不整合には合理性

がない。試験研究機関は、民間受

託研究の受託料収入についても、

基本的には利用者に人件費や減価

償却費の負担を求めるように本庁

の各所管課、その他関係部署と連

携して、県の統一的な考え方を見

直すべきである。

P98
措 置

対応中

受託料収入の算定基礎

となる間接経費につい

て、人件費や減価償却費

を包括するものとして算

定方法を見直し、令和８

年度から研究所受託料算

定基準を改定する。

令和８年

３月

畜産技術

研究所

(本所)

意見

＜意見 060＞ 内規の整備

当研究所には、共同研究に関す

る内規や契約書のひな型がない。

契約書は、相手方から契約書案

を提示されることもあり、内容も

異なることから、その都度、県で

締結している他の事例などを参考

に検討する方が実務的かもしれな

いので、必ずしも、ひな型を用意

する必要はないのかもしれない。

一方、内規は、研究所内部での

手続の手順、作成する資料、各手

続の実施者などをあらかじめ明確

に定めておき、実際に検討する状

況になった際に、必要な手続を迅

速・確実に実施するためのもので

ある。特に、公設試験研究機関と

して民間事業者等と共同研究や特

許権等の共同出願を行うに当た

り、公正性や公益性が求められる

以上、その承認手続などが適切に

行われたことを担保する意味でも

整備が求められる。

このため、他の試験研究機関の

ものを参考に、内規を整備すべき

である。

P99 検討中

他の研究機関の事例を

参考に内規を整備するよ

う検討中である。

令和８年

３月

畜産技術

研究所

(本所)

意見

＜意見 061＞ 運用の見直し

「静岡県経済産業部が所管する

試験研究機関における個人向け競

争的研究資金の取扱指針」（以

下、「指針」とする）では、科研

費は、研究課題毎に管理する口座

を開設し、終了後は口座を解約す

ることになっている。

当研究所（本所）では、終了後

も口座を解約しないまま残し、翌

年度に他の研究課題の口座にする

など、県の指針どおりの運用が行

P100
措置

完了

所管する産業イノベー

ション推進課において

「取扱指針」が令和７年

３月に改訂されたため、

同指針を遵守する。

令和７年

３月

畜産技術

研究所

(本所)
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われていないことを確認した。

指針がある以上、それを遵守

し、指針に見直すべき点があれ

ば、所管課に指針の見直しを求め

るべきであった。

指針を所管する産業イノベーシ

ョン推進課に対しても、指針の見

直しと試験研究機関への運用の周

知を提案する。

Ｄ 水産・海洋技術研究所

意見

＜意見 062＞ 機密情報等のバック

アップの頻度

研究データの保護のために、賀

茂危機管理庁舎にバックアップデ

ータを保管する頻度を増やすこと

を検討すべきである。

P102
措置

完了

研究データの保護のた

め、これまでの年１回程

度のバックアップを年２

回実施することとした。

令和７年

３月

伊 豆

分 場

意見

＜意見 063＞ ＢＣＰの見直し

浜名湖分場も富士養鱒場も長時

間の停電やポンプが故障した場合

における飼育魚の保護方法、作業

の優先順位などについて、具体的

に検討しておき、ＢＣＰに明記

し、職員で共有しておくべきであ

る。

P103 検討中

長期間の停電やポンプ

停止が見込まれる際の作

業手順や飼育魚の優先順

位、保護方法について整

理し、ＢＣＰの改訂、共

有を行う。

令和８年

３月

浜名湖

分 場

・

富 士

養鱒場

意見

＜意見 064＞ ポンプの更新計画の

策定

劣化状況を日々監視していて

も、経年劣化による不調に対して

更新が必要なレベルなのかどうか

を見極めるのが困難なケースや突

然作動しなくなるようなケースも

あると思われる。

故障すると研究所の日常業務に

大きく支障が出るような設備につ

いては、本庁の所管課や資産経営

課などと事前協議し、監視保全で

はなく、計画保全として更新年数

をあらかじめ定めて計画的に更新

を進めるような方法を検討するこ

とを提案する。

P104 検討中

設備の更新を含めた施

設の維持保全計画の策定

について、関係課と調整

しているところであり、

今後も継続する。

令和８年

３月

富 士

養鱒場

意見

＜意見 065＞ 会計年度任用職員の

業務の引継ぎ

会計年度任用職員が行っている

業務については、その人しか分か

らない作業がないようにしておく

必要がある。当該職員に、その人

が主に行っている業務について、

作業内容をリストアップしてもら

った上で、実際に、他の職員がや

P105
措 置

対応中

一部の業務は職員の補

助的なものであり職員が

内容を把握しており引き

継ぎに支障はない。

施設のメンテナンスな

ど会計年度任用職員が属

人的に行っている業務に

ついては、必要な業務を

特定の上、作業手順とい

令和８年

３月

水産・

海洋技術

研究所

(全施設)



監査結果 措置の

実施状況

（区分）

措 置 の 内 容
方針決定予定時期

・完了予定時期
担当課

区分 内容
報告書の
該当ページ

ってみて、作業手順や注意点、コ

ツなどを記録したり、意識的に業

務分担を交代させていくなどの取

組をしておくべきである。

ったマニュアル等を作成

し、職員間の共有を進め

る。

意見

＜意見 066＞ 会計年度任用職員の

採用の検討

一時的には、人員が過剰になる

かもしれないが、会計年度任用職

員をもう１人採用し、後継者を育

成する対策を具体的に検討すべき

である。

P105
措置

困難

組織定数に関する事項

であり、一時的であって

も人員を増やすことは困

難であるため、業務マニ

ュアルの作成等について

検討し、後継者育成が円

滑に進むよう対応してい

く。

―
浜名湖

分 場

意見

＜意見 067＞ 確認体制の見直し

資産経営課に増減を報告する際

には、例えば、研究統括官が台帳

や現在額報告書の内容の確認を行

うなどの見直しをすべきである。

P105
措置

完了

特許権等に係る報告書

の提出においては、必ず

所管する研究統括官の承

認を受けることとした。

令和７年

３月

水産・

海洋技術

研究所

(本所)

意見

＜意見 068＞ 特許権等の計上区分

の見直し

県では、会計単位ごとに「公有

財産調」を作成しているが、当研

究所（本所）は、特許権等を「行

政財産」の区分に計上している。

現在、保有している特許権等に

ついて、他者への使用許諾等の可

能性を検討し、その可能性が明ら

かにない、という積極的な判断が

できない限り、特許権等の計上区

分を「普通財産」に変更すべきで

ある。

P106
措置

完了

特許権等の計上区分を

「普通財産」に変更し

た。

令和７年

３月

水産・

海洋技術

研究所

(本所)

意見

＜意見 069＞ 本所での一括管理

電話加入権の手書台帳は、分場

のものも本所で一括して管理する

ことなどを検討すべきである。

なお、資産経営課に対して、電

話加入権の全庁的な管理方法の見

直しを提案する。

P106
措置

完了

電話加入権の財産台帳

については、本所で一括

管理することとした。
令和７年

５月

水産・

海洋技術

研究所

(本所)

意見

＜意見 070＞ 現物確認後の修正の

徹底

現物確認の際に、物品台帳と実

際の設置場所との不整合を確認

し、物品台帳の記録を修正すべき

である。

P106
措置

完了

現物確認を行い、物品

台帳の記録を修正した。

令和７年

４月

伊 豆

分 場



監査結果 措置の

実施状況

（区分）

措 置 の 内 容
方針決定予定時期

・完了予定時期
担当課

区分 内容
報告書の
該当ページ

意見

＜意見 071＞ 管理データの一本化

県の正式な財産記録は財務会計

上の物品台帳なので、財務会計シ

ステムの物品台帳に正しい保管場

所を登録すべきである。

財務会計システムの物品台帳で

は入力が難しい管理用のコメント

を残すために備品リストの備考欄

を使用しなければならないような

事情があれば、次世代栽培システ

ム科の備品リストを参考にしても

良いと考える。

P107
措 置

対応中

備品の保管場所を再整

理した。今後、物品台帳

への記載を進める。

令和７年

９月

富 士

養鱒場

意見

＜意見 072＞ 全件確認の徹底と実

施記録の確認・保存

毎年、全件確認が行われていな

かった（又は、その疑いのある）

研究拠点については、長期間、物

品台帳との照合が行われていない

備品も多数あることが推察され、

実際に全件確認を行うと、物品台

帳上の保管場所と実際の保管場所

が合わず、所在が分からないもの

が出てくる可能性が高い。

研究拠点内において、全件確認

を徹底し、総務担当者等が実施記

録（現物を確認したものを備品リ

ストにチェックをしたもの）を回

収、確認、保存するような手続の

見直しが必要である。

なお、例外的に容認される循環

確認の導入を検討する場合には、

確実に全件確認を実施しているこ

とを事後検証した上で実施すべき

である。

循環確認については、用度課に

対して、具体的な実施方法の検討

と全庁への周知を提案する。

P108
措 置

対応中

物品の全件確認を行

い、確認結果を確認リス

トに記録しており、今後

も継続していく。

措置対応中の施設で

は、総務担当者が備品管

理者として、備品担当者

に適切な管理を呼び掛け

ていくとともに、令和７

年度から各備品に担当者

を割り振り、備品の全件

確認と実施記録の確認と

保存を徹底することとす

る。

令和８年

３月

水産・

海洋技術

研究所

(本所)

・

浜名湖

分 場

・

富 士

養鱒場

意見

＜意見 073＞ 遊休物品の整理と顕

在化

使用見込みのない機器類は、他

の研究機関等への転用希望を確認

する手続を行った上で、できるだ

け専用の保管場所にまとめて保管

し、難しい場合は、研究室内のデ

ッドスペースに移動させ、研究室

内の動線や作業効率を高めるよう

な保管をすべきである。

また、遊休物品であることを現

物でも物品台帳でも分かるように

して、物品台帳から廃棄予定リス

P109
措 置

対応中

故障等により使用見込

みのない機器類について

は、不用品決定手続を行

い、令和６年度中から廃

棄処分を行っている。

また、今後発生する使

用見込みのない機器類に

ついては、遊休物品や廃

棄予定のリストを作成す

るとともに、研究所内の

デットスペースを活用し

つつ、予算確保により計

画的な廃棄処理を進めて

令和８年

３月

水産・

海洋技術

研究所

(全施設)



監査結果 措置の

実施状況

（区分）

措 置 の 内 容
方針決定予定時期

・完了予定時期
担当課

区分 内容
報告書の
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トを作成し、計画的に廃棄処理を

進められるようにすべきである。

水産・海洋技術研究所は４つの

研究拠点があるが、会計単位は１

つであり、廃棄費用の予算化につ

いて、例えば、研究拠点の備品の

廃棄費用を経常的に予算化し、対

象となる拠点をローテーションさ

せて、計画的に不用備品の処分を

進めることなどを検討すべきであ

る。

なお、遊休物品については、用

度課に対して具体的な管理方法の

検討と全庁への周知を提案する。

いく。

意見

＜意見 074＞ 有償化の見直し

公営図書館では、本は無償で貸

し出すとしても、コピー機を利用

する際には使用料が徴収されるの

が一般的である。

高額で、かつ、利用者が限定さ

れるような機器類が無償で提供さ

れているような状況は、公費の使

われ方としては公平性に欠けるよ

うに見える。

基本的には、使用者から相応の

使用料を徴収し、例外的に無償に

する場合には、その理由や要件を

明確に文書化すべきである。

P110 検討中

使用料を徴収できるの

は、地方自治法の規定に

より行政財産又は公の施

設のみとされており、当

所の加工研究機器類は、

行政財産ではなく、当所

は公の施設でもないた

め、使用料を徴収できな

い。また、今後、公の施

設として条例を制定する

ことについては、外部の

利用を前提とした施設で

はないため困難である。

したがって、無償で貸

し出すに当たっての利用

要件について文書化を検

討する。

なお、研究に要する副

資材、窒素ガス、試薬等

の消耗品については利用

者が負担することとして

いる。

令和８年

３月

水産・

海洋技術

研究所

(本所)

意見

＜意見 075＞ 貸与契約の背景の再

確認

県が完全に種苗生産業務を民間

に移管し、貸与物品を使用する見

込みもないのであれば、事務管理

上は、連合会に譲渡し、県の管理

対象物品から外す方が望ましいの

ではないかと考える。

そのために、貸与契約の背景と

なる種苗生産業務の民間移管と貸

与物品の継続保有の必要性につい

て、再確認すべきである。

P110 検討中

貸与物品がある種苗生

産施設の貸付先を３年ご

とに決定して貸し付けて

いることも踏まえ、貸与

物品の管理のあり方や継

続保有の必要性につい

て、関係課等と検討・調

整を進める。

令和８年

３月

富 士

養鱒場



監査結果 措置の

実施状況

（区分）

措 置 の 内 容
方針決定予定時期

・完了予定時期
担当課

区分 内容
報告書の
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意見

＜意見 076＞ 管理方法の標準化

研究所の幹部が定期的に研究室

を巡回し、管理方法の違いを把握

するとともに、研究所全体として

のレベル合わせを行うような取組

をすべきである。

研究科によって、取り扱う薬品

の質や量も異なるので、必ずし

も、統一化を求めるものではない

が、研究所として、最低限、守る

べきルールや管理手続のレベルを

明確にして、管理帳票の様式の標

準化なども検討すべきである。

P111
措 置

対応中

薬品の管理方法につい

ては化学分析の作業安全

要領において、研究所内

統一の方法を定めてお

り、労働安全衛生法にお

ける化学物質のリスクア

セスメントに基づき、対

象物質について研究所内

統一の管理を実施してい

るが、上記について研究

所内での定期的な確認及

び周知が不十分であっ

た。

今後については、定期

的に周知を行うととも

に、管理状況を確認す

る。

令和８年

３月

水産・

海洋技術

研究所

(本所)

意見

＜意見 077＞ 保管方法の見直し

廃棄予定の薬品は、災害発生時

の安全性を考慮して、当分場内に

専用の置き場を設けて、保管する

ことなどを検討すべきである。

P111
措 置

対応中

廃棄予定の薬品につい

ては、専用の置き場を設

置し、廃棄まで管理する

体制を整える。

なお、令和６年度末時

点で使用期限の切れてい

るもしくは使用見込みの

ない薬品類については、

専門業者に処理を依頼

し、廃棄が完了してい

る。

令和８年

３月

浜名湖

分 場

意見

＜意見 078＞ 受払管理と現物確認

の方法の見直し

財務事務管理的な観点からは、

毒物･劇物など管理責任が強く求

められるものと一般的な試薬類と

で管理手続に強弱をつけて、リス

ク管理と効率性とのバランスをと

ることと、管理責任が強く求めら

れる薬品の管理方法については、

研究所全体としてのレベル合わせ

をしておくことが重要である。

現状、毒物･劇物などについて

も、異常な払出や紛失があっても

気付きにくい状況にあれば、管理

手続の見直しが必要である。例え

ば、使用中の毒物･劇物について

は、使用の都度、使用前後の容器

込みの重量を計測・記録し、定期

的な現物確認でも容器込みの重量

を計測するようなやり方などを提

案する。

P113
措 置

対応中

毒物・劇物について

は、使用の都度、容器込

みの重量を計測・記録す

るなど保管量の確認がで

きるよう管理方法の改善

を行っている。

令和８年

３月

水産・

海洋技術

研究所

(全施設)



監査結果 措置の

実施状況

（区分）

措 置 の 内 容
方針決定予定時期

・完了予定時期
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意見

＜意見 079＞ 不使用薬品の顕在化

と整理

薬品は、経年劣化しないとして

も、不要なものは処分して、保有

リスクや管理工数を減らすべきで

ある。不要かどうかの最終判断

は、現場担当者の判断に委ねると

しても、研究拠点単位で使用実績

がない薬品を対象に定期的に処分

すべきかどうかの検討を行うこと

が重要である。

そのためには、使用実績を確認

できることが必要になるが、担当

者の記憶に頼るのではなく、記録

から所属長や総務課の職員などに

も使用状況が分かるようにするこ

とも重要である。ただし、保有リ

スクや管理工数を減らすことが目

的なので、例えば、保有リスクが

高い毒物・劇物などは受払簿を作

成する、一般試薬は、ほとんど使

われていないと思われる薬品を選

定して保管場所も区分して、その

保管場所にある薬品については使

用した時に使用簿や薬品リストに

使用日を記録するなど、対象を絞

り込むことを提案する。

P114
措置

完了

毒物・劇物について

は、受払簿を改訂・整備

した。

また、一般試薬のうち

使用頻度が低いと考えら

れるものを区分し、使用

した場合には薬品リスト

ファイルに使用日を記録

し職員間で共有すること

とした。

令和７年

３月

富 士

養鱒場

意見

＜意見 080＞ 研究課題選定プロセ

スの見せる化

公費を使って、試験研究を行う

立場である以上、研究課題の選定

も公正に行われていることを第三

者に説明できるようにしておくこ

とも重要である。

水産･海洋技術研究所が行って

いる研究課題要望調査は、その実

施方法については、特に気になる

点は検出されなかったが、全体的

に、人に説明することを意識して

資料が作られていないような印象

を受ける。

具体的には、次のような点につ

いて、見直しの余地があると思わ

れる。

○ア 要望調査から研究課題を選出
していく一連のプロセスを説

明する資料（フロー図など）

がない

○イ 調査先の選定（前回調査から
の見直し）に関する資料がな

P115
措 置

対応中

研究課題については、

静岡県水産・海洋技術研

究所研究推進要領に基づ

き、３年ごとに関係団体

に要望調査を行い、水

産・海洋技術研究所運営

会議において課題設定を

行っている。

意見のあった項目○イに
ついては、この運営会議

で決定しているため、議

事録の中に記載する。

項目○ア 、○ウ 、○エ 、
○オについては、今後、プ
ロセスを説明できる資料

を整備する。

令和８年

３月

水産・

海洋技術

研究所

(本所)
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い

○ウ 要望記載表と要望調査まとめ
表とのつながりが分かりにく

い（ナンバリングして、つな

がりを明確にする）

○エ 要望調査まとめ表の並び順が
分かりにくい（ナンバリング

をして、分かりやすくする）

○オ 要望事項を受けた事業者等へ
の回答書の書式が無く、口頭

での回答は形に残らない

意見

＜意見 081＞ 郵券の管理方法の見

直し

現在保有しているものについて

は、使用見込みがなければ、封筒

に封印の上、金庫に保管するなど

して、紛失の防止と毎月の残高確

認の簡便化を図ることを検討すべ

きである。

P116
措置

完了

監査時点で保有してい

た郵券は、全て他の事務

所に移管したため、現在

は郵券の保有残高はな

い。

令和７年

３月

水産・

海洋技術

研究所

(本所)

意見

＜意見 082＞ 郵券の管理方法の見

直し

郵券の保有による紛失リスクと

管理事務を減らすために、使用時

に必要分だけ購入し、できるだけ

手元に保有しないようにしている

研究拠点もあり、当分場もそれに

倣うべきである。

現在保有しているものについて

は、できるだけ早期に使い切るこ

とを検討するとともに、使用見込

みのないものについては、封筒な

どに封印して、紛失の防止と毎月

の残高確認の簡便化を図ることを

検討すべきである。

P116
措置

完了

令和６年度から７年度

の繰越額について、前年

度の６割弱に圧縮した。

料金後納郵便への対応

は、発送数が郵便局の基

準（50 通/月）を満たさ

ないため困難であること

を確認した。今後は、必

要な分を都度購入して大

量に保有しないよう対応

する。郵券は金券である

ため、紛失等の事故を発

生させないよう、毎月の

残高確認は継続して実施

していく。

令和７年

３月

伊 豆

分 場

意見

＜意見 083＞ 公正な手続の記録化

予定価格が、県の規程による業

者選定方法が変わる基準額と同額

又はわずかに下回るような場合

は、恣意的に予定価格を下げ、簡

易な業者選定方法に誘導している

ような疑いを持たれないように留

意する必要がある。

例えば、業者に対してできるだ

け端数処理をしない参考見積を提

示するように依頼したり、本件の

ように端数処理をしているように

見えるものがあれば、見積の合理

性を確認したことを記録に残した

りするなど、公正な手続を行った

P117
措置

完了

職員に対して、今回の

事案を元に参考見積書の

依頼方法や見積金額の合

理性を確認したことを記

録に残すなど、公正な手

続を行ったことを事後的

に説明できるよう周知し

た。
令和７年

５月

水産・

海洋技術

研究所

(本所)



監査結果 措置の

実施状況

（区分）

措 置 の 内 容
方針決定予定時期

・完了予定時期
担当課

区分 内容
報告書の
該当ページ

ことを事後的に説明できるように

しておくべきである。

意見

＜意見 084＞ 契約書・契約約款の

見直し

県の業務委託契約約款では、第

７条で一括再委託契約を禁止し、

業務の一部を第三者に委任する場

合は、あらかじめ発注者（県）の

承諾を得ることを求めている。そ

の趣旨は、一次受託者が、中間マ

ージンだけをとることを排除し、

県が業務受託者を把握し、その実

務能力に着目して業務を遂行する

ことを目指すものと考える。

この点、観覧料徴収業務は、業

務の全部を再委託しているもの

の、協議会から漁協へのマージン

がゼロであること、猪之頭地区の

観光には協議会との一体運営が必

要であることを考慮すれば、実質

的な問題はないように思われる。

しかし、形式的には上記の一括

再委託契約禁止規定に抵触してい

るので、県の事前の承諾を得るこ

とを条件に再委託を認める条項を

設け、例外的に一括再委託を容認

するように約款や契約書の見直し

を検討すべきである。

P118
措 置

対応中

当該委託事業について

は、監査人の意見を踏ま

え、契約書の内容等につ

いて再度精査して次期契

約に反映させる。

令和８年

３月

富 士

養鱒場

意見

＜意見 085＞ 内容確認のためのデ

ータ要求

利用者から利用水量が適正に報

告されていることを担保するため

には、抜き打ちで水量計のメータ

ーを確認できるようにしておくこ

とが有効であり、そのためにも水

量計のメーター記録を報告しても

らう方が良い。

この点、現状の焼津市からの月

次報告書では適切な管理手続がで

きないので、焼津市に対して、水

量計のメーター記録を確認できる

ように報告書の様式の見直し、又

は、別途基礎データがあればその

提供を求めることを提案する。

P118
措置

完了

令和６年９月の使用分

から、水量計メーターを

記録した根拠資料を焼津

市から提出させるように

した。

令和６年

９月

水産・

海洋技術

研究所

(本所)

意見

＜意見 086＞ 受託料算定の算定基

礎の見直し

受託料収入の算定基礎と県収入

証紙で徴収する機器使用料収入等

の算定基礎との不整合には合理性

がない。試験研究機関は、民間受

P119
措 置

対応中

受託料収入の算定基礎

となる間接経費につい

て、人件費や減価償却費

を包括するものとして算

定方法を見直し、令和８

年度から研究所受託料算

令和８年

３月

水産・

海洋技術

研究所

(本所)



監査結果 措置の

実施状況

（区分）

措 置 の 内 容
方針決定予定時期

・完了予定時期
担当課

区分 内容
報告書の
該当ページ

託研究の受託料収入についても、

基本的には利用者に人件費や減価

償却費の負担を求めるように本庁

の各所管課、その他関係部署と連

携して、県の統一的な考え方を見

直すべきである。

定基準を改定する。

意見

＜意見 087＞ 内規の整備

当研究所には、共同研究に関す

る内規や契約書のひな型がない。

契約書は、相手方から契約書案

を提示されることもあり、内容も

異なることから、その都度、県で

締結している他の事例などを参考

に検討する方が実務的かもしれな

いが、実際に、締結されている契

約書を通覧すると、次のような当

研究所にとって不利と思われる内

容の条項が確認された。

○ア損害賠償の条項では、故意又は

重過失に限るとされている。ほ

とんどの過失の場合は賠償請求

が難しくなり、賠償請求可能な

場面が合理的な理由なく制限さ

れてしまっている。

○イ瑕疵担保責任の条項では、研究

所に著しく不利とまではいえな

いものの、契約当事者の一方当

事者のみが担保責任を追及でき

ないこととする条項が設けられ

た契約書がある。また、民法改

正への対応ができていない。

一方、内規は、研究所内部での

手続の手順、作成する資料、各手

続の実施者などをあらかじめ明確

に定めておき、実際に検討する状

況になった際に、必要な手続を迅

速・確実に実施するためのもので

ある。特に、公設試験研究機関と

して民間事業者等と共同研究や特

許権等の共同出願を行うに当た

り、公正性や公益性が求められる

以上、その承認手続などが適切に

行われたことを担保する意味でも

整備が求められる。

このため、他の試験研究機関の

ものを参考に、契約書のひな型や

マニュアル、内規を整備すべきで

ある。

P120
措 置

対応中

これまでは共同研究相

手の大学の様式や研究所

内の過去事例を基に共同

研究契約の手続きを行っ

ていたが、今後は共同研

究に関する内規を整備す

る。

令和８年

３月

水産・

海洋技術

研究所

(本所)



監査結果 措置の

実施状況

（区分）

措 置 の 内 容
方針決定予定時期

・完了予定時期
担当課

区分 内容
報告書の
該当ページ

意見

＜意見 088＞ 運用の見直し

「静岡県経済産業部が所管する

試験研究機関における個人向け競

争的研究資金の取扱指針」（以

下、「指針」とする）では、科研

費は、研究課題毎に管理する口座

を開設し、終了後は口座を解約す

ることになっている。

当研究所（本所）では、１つの

銀行口座で複数の研究課題を管理

しているほか、終了後も口座を解

約しないまま残し、翌年度に他の

研究課題の口座にしており、県の

規則どおりの運用が行われていな

いことを確認した。

指針がある以上、それを遵守

し、指針に見直すべき点があれ

ば、所管課に指針の見直しを求め

るべきであった。

指針を所管する産業イノベーシ

ョン推進課に対しても、指針の見

直しと試験研究機関への運用の周

知を提案する。

P121
措置

完了

当所は科研費の指定機

関となってはいないが、

令和５年度に個人向け競

争的資金を１件受託して

いる。複数の研究課題が

あったという事実はな

く、また、翌年度は他の

研究を受託していない。

所管する産業イノベー

ション推進課において

「取扱指針」が令和７年

３月に改訂されたため、

同指針を遵守する。

令和７年

３月

水産・

海洋技術

研究所

(本所)

意見

＜意見 089＞ 運用の見直し

間接経費の使途が事実上決まっ

ているのであれば、形式的な協議

は無意味である。

間接経費に関する運用実態を確

認し、間接経費の使途や枠を予め

包括的に定めるなどの規定の見直

しと規定通りに運用されているか

どうかの確認の徹底を図るべきで

ある。

P122
措置

完了

当所は科研費の指定機

関となっておらず、ま

た、過去に受託した競争

的資金では間接経費を予

算計上していなかったこ

とから、協議を実施して

いなかった。

今後、間接経費を計上

する際は部の方針に沿っ

て協議や報告を行い、適

切に管理を行う。

令和７年

５月

水産・

海洋技術

研究所

(本所)

意見

＜意見 090＞ チェックリストの作

成の検討

産業廃棄物処理に関する事務手

続は、試験研究機関などの出先機

関では必要だが、本庁では経験す

る機会がほとんどないので、総務

担当者が１人しか配置されていな

い分場では、ミスが起きやすい。

今回、ミスが検出された業者の

許可証の有効期限の確認や許可証

の写しの入手など、基本的な手続

を列記したチェックリストを用意

し、これを鑑にして、本所に報告

するような見直しを検討すべきで

ある。

P123
措置

完了

産業廃棄物処理に係る

チェックリストを作成

し、令和７年度中から使

用している。

令和７年

６月

水産・

海洋技術

研究所

(本所)

・

富 士

養鱒場



監査結果 措置の

実施状況

（区分）

措 置 の 内 容
方針決定予定時期

・完了予定時期
担当課

区分 内容
報告書の
該当ページ

意見

＜意見 091＞ 外部者への注意喚起

観覧者には子供もいるので、立

入禁止にしている危険な箇所に

は、そのことを明示すべきであ

る。

P123
措置

完了

指摘のあった危険箇所

について修繕工事に着手

した。工事に伴う危険箇

所は観覧者を立入禁止と

し、注意喚起の表示を設

置した。

令和７年

３月

富 士

養鱒場

意見

＜意見 092＞ ＡＥＤの設置の要否

の検討・文書化

富士養鱒場にＡＥＤを設置する

必要があるかどうか、設置不要と

する場合には今後の設置条件（観

覧者数が一定数を超えた場合な

ど）を検討し、文書化しておくべ

きである。

P123
措置

完了

令和７年度から賃貸借

契約により設置を開始し

た。

令和７年

４月

水産・

海洋技術

研究所

(本所)

・

富 士

養鱒場

Ｅ 工業技術研究所

意見

＜意見 093＞ 設備更新計画と研究

活動の見直し

故障した場合に研究活動が継続

できなくなるような機器や設備

は、金額的重要性だけではなく、

継続できなくなる研究活動の重要

性や影響度という基準で、更新計

画の優先順位を検討すべきであ

る。

また、重要性や影響度が高くな

い研究活動については、エアコン

の不調等で継続できなくなった場

合の対応（他のセンターへの移管

など）を検討しておくべきであ

る。

P125
措置

完了

工事費の予算につい

て、故障した場合に継続

できなくなる研究活動の

重要性という観点から、

優先順位を付けて要望し

ていく。

また、空調設備の不調

等により研究活動がセン

ター内でできなくなった

場合は、「研究機器の有

効活用実施要領」に基づ

く試験研究機器の相互貸

借により他の試験研究機

関の試験設備を活用する

ことを原則とし、場合に

よっては他のセンターへ

の移管等により、研究活

動の継続性が保たれるよ

う対応する。

令和７年

４月

沼 津

工業技術

支援セ

ンター

・

浜 松

工業技術

支援セ

ンター

意見

＜意見 094＞ 計画的な業務の引継

ぎ

会計年度任用職員が行っている

業務については、その人しか分か

らない作業がないようにしておく

必要がある。勤務年数の長い職員

には、その人が主に行っている業

務について、作業内容をリストア

ップしてもらった上で、実際に、

他の職員がやってみて、作業手順

や注意点、コツなどを記録するこ

とや、意識的に業務分担を交代さ

せていくなどの取組をしておくべ

きである。

P126
措 置

対応中

勤務経験の長い職員が

担当している業務につい

てのマニュアル作成や複

数職員での対応、業務ロ

ーテーション、ミーティ

ングの実施等により知識

やノウハウが共有、継承

される体制づくりを行

う。

令和８年

３月

富 士

工業技術

支援セ

ンター

・

浜 松

工業技術

支援セ

ンター



監査結果 措置の

実施状況

（区分）

措 置 の 内 容
方針決定予定時期

・完了予定時期
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区分 内容
報告書の
該当ページ

意見

＜意見 095＞ 確認体制の見直し

資産経営課に増減を報告する際

には、例えば、研究統括官や企画

調整部が台帳や現在額報告書の内

容の確認を行うなどの見直しをす

べきである。

P126
措置

完了

増減報告の起案の際

は、事前に担当者同士で

確認するとともに、承認

者に研究統括官、企画調

整部長及び企画調整部担

当職員を加えている。

令和７年

３月

工業技術

研究所

(本所)

意見

＜意見 096＞ 備品使用簿の記載内

容や管理の見直し

県の試験研究機関にとって、利

用者情報が外部に漏洩するような

事態は最も避けなければいけない

ことであり、使用記録簿から具体

的にどのようなことが行われたの

かまでは分からないとしても、情

報管理が甘いという印象を与える

ような状況は改善しなければなら

ない。

他のセンターの取扱いを参考

に、備品使用簿の記載内容や取扱

方法を見直すべきである。

P127
措置

完了

機器使用簿は外部利用

者には閲覧させてはいな

いが、ご意見いただいた

とおり、外部利用者が職

員に無断で勝手に機器使

用簿を閲覧することも考

えられることから、利用

者情報の漏洩を完全に防

ぐために、機器使用簿の

記載方法を改め、外部利

用者名は記載しないこと

とした。

令和６年

10 月

沼 津

工業技術

支援セ

ンター

意見

＜意見 097＞ 物品台帳の見直し

○ア 現物確認の際の異動事項の記
録と物品台帳の修正登録方法

の見直し

○イ 部分的な売却・処分をした時
の処理がしやすいように物品

台帳に区分計上する（過去分

も、適宜修正すべき）
P128

措 置

対応中

○ア については、毎年
１回、全ての備品の現物

を確認し、設置場所が台

帳と異なっているものが

あれば、正しい設置場所

に戻すか、台帳の記載内

容を修正する。

○イ については、それ
ぞれの取得価格が明らか

なものについては、必要

に応じて物品台帳を分割

し、部分的な売却・処分

を行うことにより、適切

な備品管理を行う。

令和８年

３月

浜 松

工業技術

支援セ

ンター

意見

＜意見 098＞ 遊休物品の整理と顕

在化

使用見込みのない機器類は、他

の研究機関等への転用希望を確認

する手続を行った上で、できるだ

け専用の保管場所にまとめて保管

し、難しい場合は、研究室内のデ

ッドスペースに移動させ、研究室

内の動線や作業効率を高めるよう

な保管をすべきである。

また、遊休物品であることを現

物でも物品台帳でも分かるように

して、物品台帳から廃棄予定リス

トを作成し、計画的に廃棄処理を

P129
措 置

対応中

使用見込みのない機器

類は、現物にその旨表示

するとともに、できる限

り、まとめて保管する。

また、物品の現物確認の

際等に、廃棄予定リスト

を作成し、それを基に廃

棄処理を進める。

令和８年

３月

工業技術

研究所

(全施設)
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進められるようにすべきである。

なお、遊休物品については、用

度課に対して具体的な管理方法の

検討と全庁への周知を提案する。

意見

＜意見 099＞ 反社会的勢力の確認

条項の設定

研究機器の貸出は、「静岡県工

業技術研究所の設置、管理及び使

用料に関する条例」と「当条例施

行規則」に規定されているが、反

社会的勢力の確認に関する条項は

特に設けられていない。

反社会的勢力の確認に関する条

項を追加することを検討すべきで

ある。

P130
措 置

対応中

他県の方法も参考に、

反社会的勢力の排除方法

を検討する。

条例及び施行規則で不

承認理由を定める場合

は、商工振興課を通じて

改正手続を行う。

機器使用や依頼試験を

受ける際のルール（要領

又は注意事項など）を定

め、ホームページに掲載

するとともに、申請受付

時に担当者から説明す

る。

令和８年

３月

工業技術

研究所

(全施設)

意見

＜意見 100＞ 記録対象・方法の検

討

全ての研究機器の貸出に行うか

どうかは別として、少なくとも、

高額なものや壊れやすいものにつ

いては、貸出前と貸出後の状態の

確認記録を残すことを検討すべき

である。

P131
措 置

対応中

機器の取得価格の基準

額を定め、当該金額を超

過し、かつ機器使用に供

する機器については使用

簿を作成し、終了時の職

員チェック欄を設ける。

参考：取得価格と備品数

（本所）

300 万円以上：121 点

500 万円以上： 79 点

1,000 万円以上： 37 点

令和８年

３月

工業技術

研究所

(全施設)

意見

＜意見 101＞ 機器等使用受付簿の

見直し

機器等使用受付簿の記載状況を

確認するとともに、運用手続と受

付簿の様式を見直し、受付簿の記

載方法の違いや未記入があれば、

一目で手続のミスや漏れが分かる

ようにすべきである。

P131
措置

完了

これまで受付簿の確認

は、各科長が行っていた

ところを、技術支援担当

が全体の確認をする運用

に見直し、あわせて、様

式の確認欄も各科長から

技術支援担当に修正し

た。

令和６年

10 月

沼 津

工業技術

支援セ

ンター

意見

＜意見 102＞ 先進的な研究機器等

に対するリース契約の検討

研究のニーズが変わる可能性が

高いものや研究機器の性能が年々

進化しているような機器について

は、機械の物理的耐用年数ではな

く、機能的耐用年数で購入するべ

きか、リース契約で更新させてい

くべきかを比較検討すべきであ

る。

一般的には、研究機器は、汎用

性が低く、転用が難しく、金利を

P133
措置

完了

高額な機器や先端機器

について、予算要求時に

購入とリース契約の金額

比較を実施し、リースに

優位性があれば検討す

る。

なお、補助金により導

入する機器は、購入が前

提となっているため除外

する。

令和６年

11 月

工業技術

研究所

(全施設)
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除くリース料総額と取得価額がほ

ぼ同じになりやすい。

しかし、機械メーカーにとって

も最新鋭の機器を研究所に提供す

るメリットがあるようなものにつ

いては、リース契約の条件を提案

することも検討すべきである。

意見

＜意見 103＞ 受払管理と現物確認

の方法の見直し

財務事務管理的な観点からは、

毒物･劇物など管理責任が強く求

められるものと一般的な試薬類と

で管理手続に強弱をつけて、リス

ク管理と効率性とのバランスをと

ることと、管理責任が強く求めら

れる薬品の管理方法については、

研究所全体としてのレベル合わせ

をしておくことが重要である。

現状、毒物･劇物などについて

も、異常な払出や紛失があっても

気付きにくい状況にあれば、管理

手続の見直しが必要である。例え

ば、使用中の毒物･劇物について

は、使用の都度、使用前後の容器

込みの重量を計測・記録し、定期

的な現物確認でも容器込みの重量

を計測するようなやり方などを提

案する。

P135
措 置

対応中

盗難防止や紛失防止の

措置が求められる毒物・

劇物及びその他法令によ

り申請・届出が必要な薬

品については、受払簿に

より、使用時及び定期確

認の管理を行うととも

に、客観的な使用量把握

のため、購入時または使

用前後の容器込みの重量

を計測・記録する。
令和８年

３月

工業技術

研究所

(全施設)

意見

＜意見 104＞ 管理方法の見直し

全庁的にＰＣのモバイル化が進

んでおり、公用ＵＳＢメモリを外

部に持ち出す機会が減っている

が、他の研究所において、使用者

自身が保管場所からの持ち出しと

返却、管理簿への記入の全てを行

っていた結果、紛失に気付くまで

に時間がかかった事案も検出され

ている。例えば、使用者以外の者

が返却確認をして記録を残すな

ど、管理方法を見直すべきであ

る。

P136
措置

完了

使用者以外の者が返却

を確認し、貸出簿に記録

するよう管理方法を見直

した。

令和７年

３月

工業技術

研究所

(本所)

・

富 士

工業技術

支援セ

ンター

意見

＜意見 105＞ 研究課題選定プロセ

スの見せる化

公設試験研究機関である以上、

研究課題が産業界の要望に沿って

選定されていることや選定プロセ

スが公正であることを外部の第三

者にも説明できるようにしておく

ことは重要である。

この点、農林技術研究所・畜産

P137,

138

措 置

対応中

業界の要望を聞く協議

会及び部会に関しては、

４つの研究拠点で基本的

な書式を統一し、要望に

対する取組について、次

年度の同会議でそれぞれ

回答する。

「静岡県工業技術研究

所研究推進要領要領」を

令和８年

３月

工業技術

研究所

(全施設)
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技術研究所では、民間事業者から

の情報収集に多くの人が関わるこ

ともあって、研究課題の選定プロ

セスのフロー図や各種書式が整備

され、各プロセスで行われている

内容や、プロセス間のつながりが

第三者にも分かりやすくなってい

る。また、広く収集した要望に対

して、どのような対応をするのか

回答書を作成・送付している。対

応は、研究課題として取り上げる

場合だけでなく、技術指導という

形で対応することや研究課題とし

て取り扱うことが困難で断る場合

などもあるが、受け取った要望に

対してどのような対応をするのか

という部分も文書化されている。

一方、当研究所は、協議会や部

会を設置しているものの、直接、

会員から研究課題に関する要望事

項を書面で確認しているわけでは

なく、協議会や部会での意見交換

などを参考に研究所が要望事項を

仮説的に抽出したものであり、そ

の抽出過程の文書化もできていな

い。

研究課題が産業界の要望に沿っ

て選定されていることや選定プロ

セスが公正であることを外部の第

三者にも分かりやすく形に残すに

はどうするべきか、という視点

で、次の○アから○ウの検討事項に
ついて、見直すことを提案する。

また、○エ については、協議会及
び部会では、実施時期や回数、参

加者数が限られ、十分な技術的要

望等の確認が難しいのであれば、

要領を見直し、個別の聞き取り調

査やその記録も研究課題の設定手

続に加えることも検討すべきであ

る。

○ア 協議会及び部会は、４つの研
究拠点でそれぞれ独立して運

営されており、協議会及び部

会の議事録の書式もバラバラ

である。役員の選考基準など

見直し、研究課題の設定

手続として、「研究員個

別の聞き取り調査を参考

に提案する」という一文

を追記する。

また、「研究課題推進

計画書」には、要望元が

どこであったか選択する

欄をつくる。（協議会・

部会・企業・その他）

研究課題の選定プロセ

スは、フロー図としてわ

かりやすく作成する。
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も明確ではなく、会議参加者

数がかなり少ない拠点もある

ので、やろうと思えば、かな

り恣意的な運営もできてしま

うように見える。

○イ 協議会及び部会の議事録を見
る限り、意見交換のテーマは

主に業界の動向や課題に関す

るもので、研究課題について

は、直接的に要望を聞き取っ

ているような記録はない。ま

た、議事録とは別に、各研究

所が協議会及び部会の意見交

換から認識した要望事項のま

とめ資料があれば良いが、そ

のような資料も作成されてい

ない。そのため、協議会及び

部会の意見交換から、どのよ

うな要望事項が認識され、

「研究課題推進計画書」に反

映されたのかというプロセス

のつながりが外部の第三者に

は分からない。

○ウ 工業技術研究所では、自分た
ちが選定した研究課題(案）を

協議会及び部会に報告する

が、研究課題として取り上げ

なかった要望に対する回答な

どは行われていない。

○エ 要領では、協議会及び部会か
ら試験研究課題を含めた技術

的要望等を把握をすることに

なっているが、富士工業技術

支援センターでは、毎年、５

～６月頃に研究員が地元企業

から研究課題やセミナーテー

マ、導入する機械などに関す

る要望の聞き取りを行ってい

る。

意見

＜意見 106＞ 使用見込みのない郵

券の管理

郵券の保有による紛失リスクと

管理事務を減らすために、使用時

に必要分だけ購入し、できるだけ

手元に保有しないようにしている

研究拠点もあり、当研究所もそれ

に倣うべきである。

P139
措置

完了

保有している郵券につ

いて、できる限り早期に

使い切るよう努めるとと

もに、原則として、郵便

料金の改定に伴う差額分

のみ購入することとし

た。

また、当面、使用見込

令和７年

５月

工業技術

研究所

(本所)



監査結果 措置の

実施状況

（区分）

措 置 の 内 容
方針決定予定時期

・完了予定時期
担当課

区分 内容
報告書の
該当ページ

現在保有しているものについて

は、できるだけ早期に使い切るこ

とを検討するとともに、使用見込

みがなければ、例えば、封筒に封

印の上、金庫に保管するなどし

て、紛失の防止と毎月の残高確認

の簡便化を図ることを検討すべき

である。

みがない郵券について

は、封筒に封印の上、金

庫に保管している。

意見

＜意見 107＞ 受託料算定の算定基

礎の見直し

受託料収入の算定基礎と県収入

証紙で徴収する機器使用料収入等

の算定基礎との不整合には合理性

がない。試験研究機関は、民間受

託研究の受託料収入についても、

基本的には利用者に人件費や減価

償却費の負担を求めるように本庁

の各所管課、その他関係部署と連

携して、県の統一的な考え方を見

直すべきである。

P140
措 置

対応中

受託料収入の算定基礎

となる間接経費につい

て、人件費や減価償却費

を包括するものとして算

定方法を見直し、令和８

年度から研究所受託料算

定基準を改定する。

令和８年

３月

工業技術

研究所

(全施設)

意見

＜意見 108＞ 運用ルールの見直し

複数年度の契約書に金額を記載

する場合には、債務負担行為の手

続（財政協議、議会の承認）が必

要となり、非常に手間がかかる

が、契約書に金額の記載が無けれ

ば、複数年度の契約でも会計上は

問題ないことが確認された。

相手方から複数年度の契約を求

められたときに共同研究の機会を

逃す恐れがあるので、運用ルール

を見直し、相手方から複数年度の

契約を求められ、契約書に金額の

記載を要しない場合には、例外的

に複数年度契約も容認することを

検討すべきである。

P141
措 置

対応中

現状では工業技術研究

所の共同研究に係る内規

により契約は単年度とさ

れている。

複数年度に亘る共同研

究契約を締結できるよう

内規の改正を行う。

令和８年

３月

工業技術

研究所

(本所)

意見

＜意見 109＞ 運用実態の確認と

規定の見直し

間接経費の使途が事実上決まっ

ているのであれば、形式的な書面

協議は無意味である。

間接経費に関する運用実態を確

認し、間接経費の使途や枠を予め

包括的に定めるなどの規定の見直

しと規定通りに運用されているか

どうかの確認の徹底を図るべきで

ある。

P143
措置

完了

運用実態を確認したと

ころ、競争的研究資金を

応募するごとに協議して

いたが、規定では都度協

議を必須としているわけ

ではない。

このため、現行規定の

まま運用するとともに、

電気料金やコピー用紙な

どの消耗品費に限り、毎

年度初めの協議で承認さ

れた場合、次回以降は既

に協議、承認済のものと

して取り扱うこととし

令和７年

５月

工業技術

研究所

(本所)
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た。

Ｇ 全体共通事項

意見

＜意見 124＞ 受託事務収入の算定

基礎の見直し

現在の民間受託研究の受託料収

入と県収入証紙で徴収する研究機

器の使用料収入の算定基礎の考え

方の不整合には、合理性がない。

試験研究機関、本庁の各所管課、

その他関係部署は、民間受託研究

の受託料収入についても、基本的

に利用者に人件費や減価償却費の

負担を求めるよう、県の統一的な

考え方を見直すべきである。

ただし、試験研究機関の事業費

は年間約 40 億円、職員は約 400

人で、給与以外の賞与や法定福利

費なども考慮すると、人件費は事

業費の同額以上になると推察され

ることから、人件費や減価償却費

をそのまま利用者に転嫁するとな

ると料金は２倍以上になってしま

う。受託料の料金については、民

間事業者等の負担能力や他の類似

サービスの価格なども勘案して決

定されるべきであり、今までの水

準からの大きな変更は現実的では

ない。あくまでも、利用者に人件

費や減価償却費の一部を負担して

もらうことで、利用機会の平等性

と受益者負担の公平性を担保する

ということになる。

また、県の財務処理上、試験研

究関連の事業費や試験研究機関と

いう会計単位に人件費や減価償却

費が計上されていない状態で、試

験研究機関が民間事業者等から受

託料収入という形で人件費や減価

償却費の戻しを受けることについ

て、その戻し分を試験研究機関か

ら本庁に振り替える内部調整を検

討する必要があるのかもしれな

い。これについては、あくまでも

私見であるが、令和５年度の民間

受託研究の受託料の実績規模に、

若干の人件費や減価償却費が上乗

せされる程度であれば、事務工数

をかけてまで試験研究機関から本

P166
措 置

対応中

受託料収入の算定基礎

となる間接経費につい

て、人件費や減価償却費

を包括するものとして算

定方法を見直し、令和８

年度から研究所受託料算

定基準を改定する。

令和８年

３月

経 済

産業部

経理課

・

農 業

戦略課

・

水 産

振興課

・

商 工

振興課

・

くらし・

環境部

経理課

・

環 境

政策課
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庁に振り替える内部調整は省略

し、その分、試験研究機関のイン

センティブにつながれば良いので

はないかと考える。

意見

＜意見 125＞ 工業技術研究所／運

用ルールの見直し

運用ルールを見直し、相手方か

ら複数年度の契約を求められ、契

約書に金額の記載を要しない場合

には、例外的に複数年度契約も容

認することを検討すべきである。

P169
措 置

対応中

現状では工業技術研究

所の共同研究に係る内規

により契約は単年度とさ

れている。

工業技術研究所におい

て、複数年度に亘る共同

研究契約を締結できるよ

う内規の改正を行う。

産業イノベーション推

進課においては、この件

に関して各研究所と意見

交換を実施し、契約書に

金額の記載を要しない場

合には複数年度契約も可

能であることを研究所と

共有済みである。

令和８年

３月

工業技術

研究所

・

商 工

振興課

・

産業イ

ノベー

ション

推進課

意見

＜意見 126＞ 指針の見直し

「静岡県経済産業部が所管する

試験研究機関における個人向け競

争的研究資金の取扱指針」（以

下、「指針」とする）では、科研

費は、研究課題毎に管理する口座

を開設し、終了後は口座を解約す

ることになっている。

しかし、研究所によっては、指

針どおりに、研究課題毎に、管理

する口座を作成して、終了後は解

約しているケースと、終了した研

究課題の口座を次年度以降に別の

研究課題の口座にしていたり、１

つの口座を複数の研究課題で使用

しているケースも検出された。

そもそも、指針の規程について

は、以下の点で疑問がある。

①金融機関の口座管理が厳格化さ

れ、複数の口座開設が無制限で

はない。

②銀行口座の開設・解約にも、手

間やコストが掛かる。

③科研費は、終了後の口座を翌年

度に他の研究課題の口座にして

も特段支障はないと思われる。

④出納簿を作成すれば、1 つの銀

P172
措置

完了

個人向け資金に係る普

通預金口座の開設につい

て、これまで、資金事業

に係る研究別に普通預金

口座を開設することとし

ていたが、今回の意見を

受け、個人向け資金とし

て申請の大部分を占める

科研費では、複数の研究

課題に係る直接経費を１

つの口座で管理しても差

し支えない、とされてい

ることから、「資金事業

に係る研究別に」という

文言を削除し、１つの口

座でも管理できるように

改正した。

また、これまで、研究

が終了した時点で普通預

金口座を解約することと

していたが、上記の理由

から継続使用を可能と

し、解約の必要性がなく

なったため、口座の解約

に係る条文を全文削除し

た。

これらの改正は、令和

令和７年

３月

産業イ

ノベー

ション

推進課
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行口座で複数の研究課題を管理

することは十分可能である。

⑤日本学術振興会のＦＡＱ（Ｑ

4201）でも研究課題ごとに口座

を作る必要はないとされてい

る。

指針を所管する産業イノベーシ

ョン推進課は、科研費に関する銀

行口座の取扱いについて、指針を

見直す必要がある。

７年３月 27 日付で各研究

所へ通知済みである。

Ｇ 全体共通事項

意見

＜意見 120＞ 現物確認方法の見直

しと周知

全庁的に備品の現物確認がルー

ル通りに実施されるように、用度

課には、次のような対応を求めた

い。

○ア 原則的方法である、毎年、全
件確認の徹底を全庁的に周知

する。

○イ 事後的に実施状況を確認でき
るように、実施記録の保存の

徹底を全庁的に周知する。

P156
措置

完了

令和７年６月に全庁的

に周知した。今後も機会

あるごとに周知してい

く。

令和７年

６月

用度課

○ウ 循環確認について、具体的な
条件や方法を検討し、全庁的

に周知する。

P156
措 置

対応中

包括外部監査人からの

意見に沿った循環確認の

方法の検討を進める。

令和８年

３月

意見

＜意見 121＞ 遊休物品の管理方法

の見直しと顕在化

遊休物品の整理が進むように、

用度課には、次のような対応を求

めたい。

○ア 遊休物品について、管理方法
を検討し、全庁的に周知す

る。

○イ 遊休物品であることについて
現物や物品台帳への表記の徹

底を全庁的に周知する。

P157
措 置

対応中

○ア○イについて包括外
部監査人からの意見に沿

った遊休物品の管理方法

の検討を進める。

令和８年

３月
用度課

意見

＜意見 122＞ 用度課の検査手続の

見直し

用度課による抽出物品の現物確

認では、各所属における現物確認

の実施状況や遊休物品の滞留状況

を把握することは難しく、問題点

を検出することはできない。

そのため、用度課が行う検査に

ついて、抽出による現物確認の実

P158
措 置

対応中

物品事務指導検査にお

ける現物確認について、

包括外部監査人からの提

案に沿った内容に見直す

ため、令和７年度の検査

では、各所属の状況把

握、原則全件の現物確認

や実施記録の保存につい

て呼びかけを行ってい

令和８年

３月
用度課
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施より、所属における現物確認の

実施状況の点検と、遊休物品の状

況（管理状況、現物確認の際の遊

休物品の抽出、物品台帳への記録

等）の点検に重点を置くような見

直しを提案する。

そのためには、各所属における

現物確認の実施記録の保存や遊休

物品の顕在化が必要になる。

る。

上欄に記載した循環確

認や遊休物品に係る管理

方法の検討を踏まえて物

品事務指導検査も見直し

ていく。


